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(57)【要約】
【課題】軌道のセグメント（４０１／４１２／４２０）
に沿った運行中に第１の鉄道輸送手段（４００）を含む
鉄道網を運転するためのシステムを提供する。
【解決手段】システムは、第１の鉄道輸送手段（４００
）の走行パラメータを判定する第１の要素（６５）と、
運行中に第１の輸送手段によって横切られる軌道のセグ
メントに関する第２の鉄道輸送手段（４１８）の走行パ
ラメータを判定する第２の要素（６５）と、第１および
第２の要素（６５）から情報を受信し、第２の輸送手段
（４１８）による軌道のセグメント（４０１／４１２／
４２０）の占有と第１の輸送手段（４００）による同じ
軌道のセグメントの後の占有との間の関係を判定し、第
１の輸送手段（４００）に関する速度曲線を決定する運
行計画を作成するプロセッサ（６２）とを含み、速度曲
線は当該関係に応じ、さらに第１の輸送手段（４００）
に関する１つまたは複数の運転基準に従う。
【選択図】図１１Ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
軌道のセグメントに沿った運行中に第１の鉄道輸送手段を含む鉄道網を運転するためのシ
ステムであって、
　前記第１の鉄道輸送手段の走行パラメータを判定するための第１の要素と、
　前記運行中に前記第１の輸送手段によって横切られる前記軌道のセグメントに関する第
２の鉄道輸送手段の走行パラメータを判定するための第２の要素と、
　前記第１の要素および前記第２の要素から情報を受信するための、ならびに前記第２の
輸送手段による軌道のセグメントの占有と前記第１の輸送手段による同じ軌道のセグメン
トの後の占有との間の関係を判定するためのプロセッサと、
　前記第１の輸送手段に関する速度曲線を決定する運行計画を作成するために前記情報に
アクセスする前記プロセッサ内に具現化されたアルゴリズムとを含み、前記速度曲線は前
記関係に応じ、さらに前記第１の輸送手段に関する１つまたは複数の運転基準に従う、シ
ステム。
【請求項２】
前記関係は、前記第１の輸送手段が前記軌道のセグメントの入り口に到達するときに前記
第２の輸送手段が前記軌道のセグメントを占有する確率を含む請求項１記載のシステム。
【請求項３】
前記確率は、前記第２の輸送手段の軌道のセグメントの占有が前記運行計画に従う前記第
１の輸送手段の同じ軌道のセグメントの占有に影響を与えるかどうかを示す請求項２記載
のシステム。
【請求項４】
前記確率は、前記第２の輸送手段による軌道のセグメントの占有と同時に同じ軌道のセグ
メントを占有することを避けるために前記第１の輸送手段の速度が削減される時間を決定
する請求項１記載のシステム。
【請求項５】
前記第１の輸送手段の速度が落とされるレートが、前記第１の輸送手段が後で所望の速度
に到達することを可能にする請求項４記載のシステム。
【請求項６】
前記速度曲線は速度の減少の時間および速度の減少のレートを含み、より後の速度の減少
の時間またはより大きな速度の減少のレートはより低い確率を含む関係に対応し、より早
い速度の減少の時間またはより小さな速度の減少のレートはより高い確率を含む関係に対
応する請求項１記載のシステム。
【請求項７】
前記関係は、前記第２の輸送手段による軌道のセグメントの占有と同時に同じ軌道のセグ
メントを占有することを避けるために前記第１の輸送手段の速度が落とされる軌道の場所
を決定する請求項１記載のシステム。
【請求項８】
前記第１の輸送手段の速度が落とされるレートが、前記第１の輸送手段が前記第２の輸送
手段によって占有された前記軌道のセグメントの入り口で所望の速度に到達することを可
能にする請求項７記載のシステム。
【請求項９】
前記走行パラメータは、位置、速度、運行計画、種類、到着時間、走行の方向、および優
先度のうちの１つまたは複数を含む請求項１記載のシステム。
【請求項１０】
前記関係は、前記第１の輸送手段が前記軌道のセグメントの入り口に到達するときに前記
第２の輸送手段が前記軌道のセグメントを占有する確率を含み、所定の確率の閾値よりも
低い確率に対して、前記第２の輸送手段による軌道のセグメントの占有が前記第１の輸送
手段による同じセグメントの占有を妨げないかのように前記速度曲線が決定される請求項
１記載のシステム。
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【請求項１１】
前記プロセッサは前記第１の輸送手段に搭載されており、前記第２の要素は有線、無線、
無線位置、無線周波数、音響、電力線搬送、光、および手動プロセスによって前記第２の
輸送手段の前記走行パラメータを供給する請求項１記載のシステム。
【請求項１２】
前記速度曲線は、前記第２の輸送手段によって現在占有されている軌道のセグメントの直
後の軌道のセグメントに関する速度曲線を含む請求項１記載のシステム。
【請求項１３】
前記速度曲線は、前記関係の時間によって変わる変化に応じて時間と共に修正される請求
項１記載のシステム。
【請求項１４】
前記関係は、前記軌道のセグメント上の輸送手段の以前の運転にさらに対応する請求項１
記載のシステム。
【請求項１５】
前記関係は、軌道の状態と、前記第１の輸送手段および前記第２の輸送手段のそれぞれの
運転条件とにさらに対応する請求項１記載のシステム。
【請求項１６】
前記関係は、輸送手段の軌道のセグメントの占有を示す軌道信号にさらに対応する請求項
１記載のシステム。
【請求項１７】
前記確率は、前記軌道信号に関する最も確率の高い指示にさらに対応する請求項１６記載
のシステム。
【請求項１８】
前記速度曲線は、前記第１の輸送手段と前記第２の輸送手段の間の相対的な優先度にさら
に対応する請求項１記載のシステム。
【請求項１９】
前記第２の要素は、前記軌道のセグメントに対する前記第２の輸送手段のリアルタイムの
位置を判定し、前記プロセッサは、前記第２の輸送手段のリアルタイムの位置および走行
パラメータに応じて前記第２の輸送手段の予測位置を決定する請求項１記載のシステム。
【請求項２０】
前記輸送手段に前記速度曲線に従うように自律的に指示するためのコントローラ要素をさ
らに含む請求項１記載のシステム。
【請求項２１】
オペレータが前記速度曲線に従って前記輸送手段を指揮する請求項１記載のシステム。
【請求項２２】
前記アルゴリズムは前記確率を自律的に判定し、前記第１の要素および前記第２の要素か
ら受信された前記情報に応じて前記速度曲線を更新する請求項１記載のシステム。
【請求項２３】
前記軌道のセグメントはより多くの軌道の閉そく区間のうちの１つを含み、前記第２の要
素は前記軌道の閉そく区間に対する前記第２の輸送手段の位置を判定し、前記アルゴリズ
ムは前記第１の輸送手段の運行の軌道のセグメントを含む軌道の閉そく区間における前記
第２の輸送手段の存在に応じて前記第１の輸送手段の性能を最適化する請求項１記載のシ
ステム。
【請求項２４】
前記アルゴリズムは、前記第１の輸送手段の運行の軌道のセグメントを含む前記軌道の閉
そく区間に対する前記第２の輸送手段の予測される将来の位置に応じて前記第１の輸送手
段の性能を最適化する請求項２３記載のシステム。
【請求項２５】
前記アルゴリズムは、前記第２の輸送手段の予測される将来の位置に関連する確率に応じ
て前記第１の輸送手段の性能を最適化する請求項２４記載のシステム。
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【請求項２６】
前記速度曲線は、前記第２の輸送手段の実際の将来の位置が予測と異なる場合に前記第１
の輸送手段の適切な制御を提供する請求項２４記載のシステム。
【請求項２７】
前記予測される将来の位置は、前記軌道のセグメント上の以前の運行中の前記第２の輸送
手段の過去の位置に対応する請求項２４記載のシステム。
【請求項２８】
前記第２の輸送手段の前記予測される将来の位置は、現在のおよび将来の軌道の状態なら
びに前記第２の輸送手段の現在のおよび将来の運転パラメータのうちの１つまたは複数に
対応する請求項２４記載のシステム。
【請求項２９】
前記速度曲線は、それぞれの軌道のセグメントを抜けるための前記第１の輸送手段の出口
速度を含む請求項１記載のシステム。
【請求項３０】
前記第２の要素は、リモートの場所から、または沿線の機器から提供された位置情報に応
じて前記第２の輸送手段の位置を判定する請求項１記載のシステム。
【請求項３１】
前記第１の鉄道輸送手段および前記第２の鉄道輸送手段は、第１の機関車および第１の鉄
道車両をさらに含む第１の列車と、第２の機関車および第２の鉄道車両にさらに含む第２
の列車とをそれぞれ含む請求項１記載のシステム。
【請求項３２】
軌道のセグメントに対するその他の輸送手段の位置に応じて、前記軌道のセグメントに沿
った鉄道輸送手段による運行中の前記輸送手段を含む鉄道網を運転するためのシステムで
あって、
　前記輸送手段の走行パラメータを判定するための第１の要素と、
　前記その他の輸送手段の走行パラメータを判定するための第２の要素と、
　前記第１の要素および前記第２の要素から情報を受信するように動作可能なプロセッサ
と、
　前記輸送手段の前記走行パラメータおよび前記その他の輸送手段の前記走行パラメータ
に対応し、前記輸送手段に関する１つまたは複数の運転基準に従って前記輸送手段の性能
を最適化する運転計画を生成するために前記情報にアクセスする前記プロセッサ内に具現
化されたアルゴリズムとを含む、システム。
【請求項３３】
前記その他の輸送手段の前記走行パラメータのうちの１つは前記その他の輸送手段の位置
を含み、前記システムは前記軌道のセグメントに対する前記その他の輸送手段の前記位置
に応じて前記軌道のセグメントの占有状態を指示する信号をさらに含み、前記第２の要素
は前記信号に応じて前記その他の輸送手段の前記位置を判定する請求項３２記載のシステ
ム。
【請求項３４】
前記輸送手段の前記走行パラメータは前記輸送手段の位置、または前記輸送手段が前記運
行を開始してからの時間を含み、前記その他の輸送手段の走行パラメータは速度、位置、
走行の方向、および相対的な優先度を含む請求項３２記載のシステム。
【請求項３５】
前記プロセッサは、前記その他の輸送手段のうちの１つまたは複数が軌道のセグメントを
占有し、前記運行計画に従った前記輸送手段の同じ軌道のセグメントの占有に影響を与え
る確率を判定する請求項３２記載のシステム。
【請求項３６】
前記プロセッサは、前記その他の輸送手段のうちの１つによる軌道のセグメントの占有と
同時に同じ軌道のセグメントを占有することを避けるために前記輸送手段の速度が削減さ
れる時間を決定する請求項３２記載のシステム。
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【請求項３７】
前記プロセッサは、前記輸送手段が後で所望の速度に到達することを可能にするように前
記輸送手段の速度が落とされるレートを決定する請求項３２記載のシステム。
【請求項３８】
前記運行計画は、速度の減少が始まる時間または軌道の位置と、前記輸送手段に関する速
度の減少のレートとを含む請求項３２記載のシステム。
【請求項３９】
前記プロセッサは、前記その他の輸送手段のうちの１つが軌道のセグメントを占有し、前
記運行計画に従った前記輸送手段の同じ軌道のセグメントの占有に影響を与える確率を判
定し、前記プロセッサは前記確率に応じて前記運行計画を修正する請求項３２記載のシス
テム。
【請求項４０】
前記運行計画は前記輸送手段が速度の減少を開始すべき時間と前記速度の減少のレートと
を含み、前記速度の減少が始まるより後の時間またはより大きな速度の減少のレートは第
１の確率に対応し、前記速度の減少が始まるより早い時間またはより小さな速度の減少の
レートは前記第１の確率よりも小さな第２の確率に対応する請求項３９記載のシステム。
【請求項４１】
前記プロセッサは、前記その他の輸送手段のうちの１つによって占有された軌道のセグメ
ントに進入することを避けるために前記輸送手段の速度が落とされる軌道の位置または時
間を決定する請求項３２記載のシステム。
【請求項４２】
前記輸送手段の速度が落とされるレートが、前記輸送手段が前記その他の輸送手段のうち
の１つによって占有された軌道のセグメントの入り口で所望の速度に到達することを可能
にする請求項４１記載のシステム。
【請求項４３】
前記プロセッサは前記輸送手段に搭載されており、前記第２の要素は有線、無線、無線位
置、無線周波数、音響、電力線搬送、光、および手動プロセスによって前記その他の輸送
手段の前記走行パラメータを供給する請求項３２記載のシステム。
【請求項４４】
前記プロセッサは、前記その他の輸送手段の時間によって変わる走行パラメータに応じて
時間と共に前記運行計画を修正する請求項３２記載のシステム。
【請求項４５】
前記輸送手段の前記走行パラメータおよび前記その他の輸送手段の前記走行パラメータは
、前記輸送手段と前記その他の輸送手段の間の相対的な優先度を含む請求項３２記載のシ
ステム。
【請求項４６】
前記第２の要素は前記その他の輸送手段の前記走行パラメータに応じて前記その他の輸送
手段のリアルタイムの位置を判定し、前記プロセッサは前記その他の輸送手段の走行パラ
メータに応じて前記その他の輸送手段の予測位置を決定する請求項３２記載のシステム。
【請求項４７】
前記輸送手段は第１の機関車および第１の鉄道車両をさらに含む列車を含み、その他の輸
送手段のそれぞれは機関車を含む請求項３２記載のシステム。
【請求項４８】
鉄道網の軌道のセグメントに沿った運行中に鉄道輸送手段を運転するための方法であって
、
　前記輸送手段の走行パラメータを判定することと、
　前記鉄道網を横切るその他の輸送手段の走行パラメータを判定することと、
　前記輸送手段に関する１つまたは複数の運転基準に従って前記輸送手段の性能を最適化
するために前記輸送手段の前記走行パラメータおよび前記その他の輸送手段の前記走行パ
ラメータに応じたアルゴリズムを実行することとを含む、方法。
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【請求項４９】
前記輸送手段の前記走行パラメータは前記輸送手段の位置、または前記輸送手段が前記運
行を開始してからの時間を含み、前記その他の輸送手段の前記走行パラメータは軌道のセ
グメントに対する位置、速度、運行計画、種類、到着時間、走行の方向、および優先度の
うちの１つまたは複数を含む請求項４８記載の方法。
【請求項５０】
前記鉄道網は、前記軌道のセグメントに対する前記その他の輸送手段の位置に応じて軌道
のセグメントの状態を示す信号をさらに含み、前記その他の輸送手段の走行パラメータを
判定する前記ステップは、前記その他の輸送手段の位置を判定するために前記信号の状態
を判定することをさらに含む請求項４８記載の方法。
【請求項５１】
前記実行するステップは、前記その他の輸送手段のうちの１つによる軌道のセグメントの
占有が前記輸送手段による同じ軌道のセグメントの占有に影響を与える確率を判定し、さ
らに前記確率に従って前記輸送手段の性能を最適化する請求項４８記載の方法。
【請求項５２】
前記輸送手段の速度、前記輸送手段の速度が落とされる時間または軌道の位置、および速
度の減少のレートのうちの１つまたは複数が前記確率に対応する請求項５１記載の方法。
【請求項５３】
前記実行するステップは、前記その他の輸送手段の前記走行パラメータに応じて前記輸送
手段に関する速度曲線を決定することをさらに含む請求項４８記載の方法。
【請求項５４】
前記実行するステップは前記その他の輸送手段の予測される将来の位置を判定することを
さらに含み、前記輸送手段に関する前記速度曲線は前記予測される将来の位置に対応する
請求項５３記載の方法。
【請求項５５】
前記実行するステップは、前記その他の輸送手段のリアルタイムの位置を判定することと
、前記リアルタイムの位置が前記予測位置と異なる場合に前記速度曲線を修正することと
をさらに含む請求項５４記載の方法。
【請求項５６】
前記実行するステップは、前記その他の輸送手段の予測される将来の位置を判定すること
と、軌道のセグメントに対する前記その他の輸送手段の予測される将来の位置が前記輸送
手段による同じ軌道のセグメントの占有に影響を与える確率を判定することと、前記確率
に従って前記輸送手段の性能を最適化することとをさらに含む請求項４８記載の方法。
【請求項５７】
前記その他の輸送手段の前記予測される将来の位置は、前記軌道のセグメント上の以前の
運行中の前記その他の輸送手段の過去の位置に対応する請求項５６記載の方法。
【請求項５８】
前記輸送手段は機関車および鉄道車両をさらに含む列車を含む請求項４８記載の方法。
【請求項５９】
鉄道網の軌道のセグメントに沿った運行中に鉄道輸送手段を運転するためのコンピュータ
ソフトウェアコードであって、
　前記輸送手段の走行パラメータを判定するためのソフトウェアモジュールと、
　前記鉄道網を横切るその他の輸送手段の走行パラメータを判定するためのソフトウェア
モジュールと、
　前記輸送手段に関する１つまたは複数の運転基準に従って前記輸送手段の性能を最適化
するために前記輸送手段の前記走行パラメータおよび前記その他の輸送手段の前記走行パ
ラメータに応じたアルゴリズムを実行するためのソフトウェアモジュールとを含む、コン
ピュータソフトウェアコード。
【請求項６０】
前記その他の輸送手段のうちの１つによる軌道のセグメントの占有が前記運行中の前記輸
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送手段による軌道のセグメントの占有に影響を与える確率を判定するための、およびさら
に前記確率に従って前記輸送手段の性能を最適化するためのソフトウェアモジュールをさ
らに含む請求項５９記載のコンピュータソフトウェアコード。
【請求項６１】
前記確率に応じて前記列車の速度曲線を決定するソフトウェアモジュールをさらに含む請
求項６０記載のコンピュータソフトウェアコード。
【請求項６２】
前記速度曲線のパラメータは、速度の減少のレートと、前記速度の減少が始まる時間また
は軌道の位置とを含む請求項６１記載のコンピュータソフトウェアコード。
【請求項６３】
前記アルゴリズムを実行するための前記ソフトウェアモジュールはさらに前記その他の輸
送手段の将来の位置を予測し、前記将来の位置に応じて前記輸送手段に関する運行計画を
作成する請求項６１記載のコンピュータソフトウェアコード。
【請求項６４】
前記アルゴリズムを実行するための前記ソフトウェアモジュールは前記その他の輸送手段
のリアルタイムの位置を判定し、前記将来の位置と前記リアルタイムの位置の間の任意の
差を判定し、それに応じて前記運行計画を修正する請求項６３記載のコンピュータソフト
ウェアコード。
【請求項６５】
前記運行計画は前記輸送手段に関する速度曲線を含む請求項６３記載のコンピュータソフ
トウェアコード。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、列車の運転を最適化することに関し、より具体的にはスケジュー
ルの制約を満足しながら効率を向上するように列車の運転を監視および制御すると共に軌
道およびポイントの信号を使用することに関する。
【背景技術】
【０００２】
　本願は、参照により本明細書に援用される２００６年３月２０日に出願され、出願番号
１１／３８５，３５４を割り当てられた「Ｔｒｉｐ　Ｏｐｔｉｍｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　ａ　Ｔｒａｉｎ」と題された米国特許出願の利
益を主張する一部継続出願である。
【０００３】
　機関車は各サブシステムがその他のサブシステムと相互に依存している多数のサブシス
テムを用いた複雑なシステムである。機関車に乗車しているオペレータは、所望の目的地
への安全なおよび適時の到着を保証するために、牽引力および制動力をかけて機関車の速
度およびその機関車の鉄道車両の荷重を制御する。速度の制御は、列車内の力を許容限界
内に維持し、それによって過大な自連力および列車破損の可能性を防止するためにも実行
されなければならない。この機能を実行し、軌道上の列車の位置と共に変わる可能性があ
る定められた運転速度に従うために、概して、オペレータは、様々な鉄道車両のコンシス
ト、すなわち、様々な種類および数の鉄道車両を用いて特定の地形上で機関車を運転する
ことの幅広い経験を持っていなければならない。
【０００４】
　しかし、たとえ安全な運転を保証するのに十分な知識および経験を持っていたとしても
、概して、オペレータは運行中に燃料消費（またはその他の運転特性、例えば排気）を最
小化するように機関車を運転することはできない。例えば、排気の制限、機関車の燃料／
排気の特性、鉄道車両の大きさおよび荷重、天候、交通の状態、ならびに機関車の運転パ
ラメータを含む複数の運転の要素が燃料消費に影響を与える。オペレータは、性能に影響
を与える多数の変動する要素にかかわらず要求されたスケジュール（到着時間）を守り、
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最小の燃料の量を使用（または別の運転パラメータを最適化）しながら運行中に性能を最
適化する制御情報を与えられる場合、（牽引力および制動力の適用を通じて）列車をより
効果的および効率的に運転することができる。
【特許文献１】米国特許第６，６９１，９５７号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　したがって、１つまたは複数の運転パラメータを最適化するために牽引力および制動力
の適用をアドバイスする装置またはプロセスの指導（または制御）の下でオペレータが列
車を運転することが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　一実施形態によれば、本発明は、軌道のセグメントに沿った運行中に第１の鉄道輸送手
段を含む鉄道網を運転するためのシステムを含む。システムは、第１の鉄道輸送手段の走
行パラメータを判定するための第１の要素と、運行中に第１の輸送手段によって横切られ
る軌道のセグメントに関する第２の鉄道輸送手段の走行パラメータを判定するための第２
の要素と、第１のおよび第２の要素から情報を受信するための、ならびに第２の輸送手段
による軌道のセグメントの占有と第１の輸送手段による同じ軌道のセグメントの後の占有
との間の関係を判定するためのプロセッサと、第１の輸送手段に関する速度曲線を決定す
る運行計画を作成するために当該情報にアクセスするプロセッサ内に具現化されたアルゴ
リズムとを含み、速度曲線は当該関係に応じ、さらに第１の輸送手段に関する１つまたは
複数の運転基準に従う。
【０００７】
　別の実施形態によれば、本発明は、鉄道網の軌道のセグメントに沿った運行中に鉄道輸
送手段を運転するための方法を含む。方法は、輸送手段の走行パラメータを判定すること
と、鉄道網を横切るその他の輸送手段の走行パラメータを判定することと、当該輸送手段
に関する１つまたは複数の運転基準に従って当該輸送手段の性能を最適化するために当該
輸送手段の走行パラメータおよびその他の輸送手段の走行パラメータに応じたアルゴリズ
ムを実行することとを含む。
【０００８】
　さらに別の実施形態は、鉄道網の軌道のセグメントに沿った運行中に鉄道輸送手段を運
転するためのコンピュータソフトウェアコードを含む。ソフトウェアコードは、輸送手段
の走行パラメータを判定するためのソフトウェアモジュールと、鉄道網を横切るその他の
輸送手段の走行パラメータを判定するためのソフトウェアモジュールと、当該輸送手段に
関する１つまたは複数の運転基準に従って当該輸送手段の性能を最適化するために当該輸
送手段の走行パラメータおよびその他の輸送手段の走行パラメータに応じたアルゴリズム
を実行するためのソフトウェアモジュールとを含む。
【０００９】
　本明細書で説明された本発明の態様のより具体的な説明が、添付の図面において図示さ
れる本発明の特定の実施形態を参照することによってなされる。これらの図面は本発明の
典型的な実施形態のみを示し、したがって本発明の範囲の限定とみなされてはならないと
いう理解の下で、実施形態が添付の図面の使用を通じてさらなる具体性および詳細によっ
て示され、説明される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　ここで、本発明の態様に合致する実施形態に対する参照が詳細になされ、本発明の例が
添付の図面に図示される。可能なときはいつでも、図面を通じて使用される同じ参照番号
は同一のまたは同様の部分を指す。
【００１１】
　本発明の実施形態は、スケジュールおよび速度の制約を満足しながら特定の目的の運転
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パラメータを改善するために列車の運転を（直接的にか、または提案されたオペレータの
処置を通じてかのいずれかで）監視および制御することによって、機関車のコンシストお
よび複数の鉄道車両を含む列車の運転方針を決定および実行するためのシステム、方法、
およびコンピュータで実装された方法を提供することによって当技術分野におけるいくつ
かの不都合を克服するように試みる。本発明は、本務機関車のコンシストから間隔を空け
られ、列車のオペレータによって制御可能である複数の機関車のコンシストを含む列車（
動力分散方式の列車と呼ばれる）にも適用可能である。
【００１２】
　当業者は、ＣＰＵ、メモリ、Ｉ／Ｏ、プログラム記憶装置、接続バス、およびその他の
適切なコンポーネントを含むデータ処理システムなどの装置が本発明の方法の実施形態の
実施を容易にするようにプログラムされるか、またはそうでなければ設計されることがで
きることを認識するであろう。そのようなシステムは、これらの実施形態の方法を実行す
るための適切なプログラム手段を含む。
【００１３】
　別の実施形態において、データ処理システムと共に使用するための事前記録ディスクま
たはその他の同様のコンピュータプログラム製品などの製品が、本発明の方法の実施を容
易にするようにデータ処理システムに指示するための記憶媒体およびその記憶媒体上に記
録されたプログラムを含む。そのような装置および製品も本発明の精神および範囲の内に
入る。
【００１４】
　大まかに言って、本発明の態様は、スケジュールおよび速度の制約を満足しながら特定
の目的の運転パラメータを改善するために列車の運転方針を決定および実行するための方
法、装置、およびプログラムを教示する。本発明の理解を容易にするために、以降、本発
明が本発明の特定の実装を参照して説明される。
【００１５】
　本発明が、コンピュータによって実行されるプログラムモジュールなどのコンピュータ
が実行可能な命令との全般的な関連で説明される。概して、プログラムモジュールは、特
定のタスクを実行するか、または特定の抽象データ型を実装するルーチン、プログラム、
オブジェクト、コンポーネント、データ構造などを含む。例えば、本発明の基礎をなすソ
フトウェアプログラムは、様々な処理プラットフォームと共に使用するために様々な言語
でコーディングされることができる。以下に続く説明において、本発明の例が、ウェブブ
ラウザを使用するウェブポータルとの関連で説明される。しかし、本発明の基礎をなす原
理はその他の種類のコンピュータソフトウェア技術を用いて実装されることもできること
が理解されるであろう。
【００１６】
　さらに、当業者は、本発明実施形態がハンドヘルドデバイス、マルチプロセッサシステ
ム、マイクロプロセッサベースのまたはプログラム可能な家庭用電化製品、ミニコンピュ
ータ、メインフレームコンピュータなどを含むその他のコンピュータシステム構成を用い
て実施されることができることを理解するであろう。実施形態は、通信ネットワークを介
して接続されたリモートの処理デバイスによってタスクが実行される分散コンピューティ
ング環境において実施されることもできる。分散コンピューティング環境においては、プ
ログラムモジュールは、メモリ記憶装置を含むローカルのコンピュータ記憶媒体およびリ
モートのコンピュータ記憶媒体の両方に配置されることができる。これらのローカルのお
よびリモートのコンピューティング環境は、機関車内、もしくはコンシスト内の隣接する
機関車内に完全に含まれることができるか、またはコンピューティング環境間の無線通信
が提供される車外の沿線もしくは中央オフィスにあることができる。
【００１７】
　用語「機関車のコンシスト」は、機関車の間に鉄道車両を持たない、モータリングおよ
び／または制動能力を提供するために一緒に接続された連続する１両または複数の機関車
を意味する。列車は１つまたは複数の機関車のコンシストを含むことができる。具体的に
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は、本務コンシストと、一連の鉄道車両に沿った中間にある第１のリモートのコンシスト
、および列車の末尾の位置にある別のリモートのコンシストなどの１つまたは複数のリモ
ートのコンシストとが存在する可能性がある。それぞれの機関車のコンシストは、第１の
または本務機関車と、１両または複数の補助機関車とを有することができる。コンシスト
は通常接続された連続する機関車とみなされるが、当業者は、スロットルおよび制動命令
が無線リンクまたは物理的ケーブルによって本務機関車からリモートの機関車に中継され
る動力分散運転用にコンシストが構成されるときのように、たとえ少なくとも１両の鉄道
車両がそれらの機関車を分けても機関車の一群がやはりコンシストとして認識され得るこ
とを容易に認識するであろう。この目的のために、用語「機関車のコンシスト」は、同じ
列車内の複数の機関車を検討するときに限定的な要素とみなされるべきでない。
【００１８】
　ここで図面を参照して本発明実施形態の実施形態が説明される。本発明実施形態は、シ
ステム（コンピュータ処理システムを含む）、方法（コンピュータ化された方法を含む）
、装置、コンピュータ可読媒体、コンピュータプログラム製品、ウェブポータルを含むグ
ラフィカルユーザインターフェース、またはコンピュータ可読メモリ内に実在するように
定着されたデータ構造を含む多数のやり方で実装されることができる。本発明のいくつか
の実施形態が以下で検討される。
【００１９】
　図１は、本発明の例示的なフローチャートの図を示す。示されるように、命令は、車内
での、または指令センタ１０などのリモートの場所からのいずれかの運行を計画すること
に固有の入力である。そのような入力情報は、列車の位置と、コンシストの構成（機関車
の型式など）と、機関車の牽引力伝達の機関車の牽引動力性能と、出力動力の関数として
のエンジン燃料の消費と、冷却特性と、意図される運行経路（距離標、または標準的な鉄
道のやり方に従った曲率を反映するための「有効な勾配」の構成要素の関数としての有効
な軌道の勾配および曲率）と、車両の構造および荷重（有効な抵抗係数を含む）と、出発
時間および出発地、終着地、走行時間、乗務員（ユーザおよび／またはオペレータ）の識
別情報、乗務員のシフト終了時間、ならびに運行経路を含むがこれらに限定されない所望
の運行パラメータとを含むがこれらに限定されない。
【００２０】
　このデータは、車載のディスプレイを介した機関車４２への手動オペレータ入力、ハー
ドカード、ハードドライブ、および／もしくはＵＳＢドライブなどのデータ記憶装置に接
続すること、または軌道信号デバイスおよび／もしくは沿線のデバイスなどの中央のおよ
び沿線の場所４１から機関車４２に無線通信チャネルを介して情報を送信することなどで
あるがこれらに限定されない種々の技術およびプロセスに従って機関車４２に提供される
ことができる。機関車４２および列車３１の負荷特性（例えば、抵抗）も（例えば、高度
、外気温度、ならびにレールおよび鉄道車両の状態によって）経路上で変わる可能性があ
り、上で検討された方法のうちのいずれかに従ってそのような変化を反映するために計画
の更新を引き起こすことができる。運行最適化プロセスに影響を与える更新データは、上
述の方法および技術のうちのいずれかによって、ならびに／または機関車／列車の状態の
リアルタイムの自律的な収集によって供給されることができる。そのような更新は、例え
ば、（１両もしくは複数の）機関車４２に搭載された、または（１両もしくは複数の）機
関車４２に搭載されていない監視機器によって検出された機関車または列車の特性の変化
を含む。
【００２１】
　軌道信号システムは特定の軌道の状態を示し、信号に接近する列車のオペレータに指示
を与える。以下でより詳細に説明される信号システムは、例えば軌道のセグメント上の許
容列車速度を示し、列車のオペレータに停車および走行指示を与える。信号の位置と様々
な信号に関連する規則とを含む信号システムの詳細は、車載のデータベース６３に記憶さ
れる。
【００２２】
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　本発明の実施形態に入力された詳細データに基づいて、速度制限の制約と所望の出発お
よび到着時間とに従って燃料の使用および／または生成される排気を最小化する最適な運
行計画が、運行プロフィール１２を生成するために計算される。プロフィールは、距離お
よび／または運行の開始からの時間の関数として表された列車が従うための最適な速度お
よび動力（ノッチ）設定と、最大ノッチ動力およびブレーキ設定、位置の関数としての速
度制限を含むがこれらに限定されない列車の運転の制限と、予想される使用燃料および生
成される排気とを含む。例示的実施形態において、ノッチ設定に関する値は、１０から３
０秒毎に１回程度スロットル変更判断を得るために選択される。当業者は、最適な速度プ
ロフィールに従うために必要とされるおよび／または望まれる場合にスロットル変更判断
がより長いまたはより短い間隔で行われることができることを容易に認識するであろう。
より広い意味で、プロフィールは列車レベル、コンシストレベル、および／または個々の
機関車レベルのいずれかで動力設定を列車に提供することが当業者には明らかであるに違
いない。本明細書で使用されるように、動力は、制動動力、モータリング動力、および空
気ブレーキ動力を含む。別の好ましい実施形態において、従来の離散的なノッチ動力設定
で運転する代わりに、本発明は、速度プロフィールを最適化するために動力設定の連続的
な範囲から所望の動力設定を決定する。したがって、例えば、最適なプロフィールがノッ
チ設定６．８を指定する場合、ノッチ設定７の代わりに機関車４２は６．８で運転する。
そのような中間的な動力設定を可能にすることは、以下で説明されるようにさらなる効率
の利益をもたらすことができる。
【００２３】
　最適なプロフィールを計算するための手順は、以下で要約されるように機関車の運転お
よびスケジュールの制約に従って燃料および／または排気を最小化するように列車３１を
運転する動力シーケンスを計算するための任意の数の方法を含むことができる。いくつか
の場合、最適なプロフィールは、列車の構成、経路、および環境条件の類似性のために、
前に決定されたプロフィールに十分に近い可能性がある。これらの場合、前に決定された
運転経路をデータベース６３から取り出し、それに従って列車を運転すれば十分である可
能性がある。
【００２４】
　前の計画が利用できないとき、新しい計画を計算するための方法は、列車の動きの物理
的過程を近似する微分方程式モデルを使用する最適なプロフィールの直接的な計算を含む
がこれに限定されない。このプロセスによって、定量的目的関数が決定され、通常、この
関数は、燃料消費率および生成される排気に対応するモデル変数の加重和（積分）に過度
のスロットルの変動にペナルティを課すための項を足したものから成る。
【００２５】
　最適な制御の定式化は、速度制限ならびに最大および最小動力（スロットル）設定を含
むがこれらに限定されない制約に従って定量的目的関数を最小化するように構成される。
いつでも計画の目的に応じて、問題は、排気および速度の制限に関する制約に従って燃料
を最小化するように、または燃料の使用および到着時間に関する制約に従って排気を最小
化するように確定されることができる。例えば、制約の緩和がミッションのために許可ま
たは要求される場合に総排気または燃料の使用に関する制約なしに総走行時間を最小化す
るという目的を設定することも可能である。
【００２６】
　この文書を通して、例示的方程式および目的関数が、機関車の燃料消費を最小化するた
めに示される。異なる目的関数に従って燃料消費を最適化するために、またはその他の機
関車／列車の運転パラメータを最適化するためにその他の方程式および目的関数が使用さ
れることができるので、これらの方程式および関数は例示のみを目的とする。
【００２７】
　数学的に、解かれるべき問題はより正確に表されることができる。基本的な物理的過程
は以下によって表される。
【００２８】
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【数１】

ここで、ｘは列車の位置であり、ｖは列車速度であり、ｔは時間であり（必要に応じて、
マイル、マイル時速、および分または時間で表される）、ｕはノッチ（スロットル）命令
入力である。さらに、Ｄは走行予定距離を表し、Ｔｆは軌道に沿った距離Ｄへの所望の到
着時間であり、Ｔｅは機関車のコンシストによって生成される牽引力であり、Ｇａは（列
車の長さ、列車の構造、および走行地形に依存する）重力抵抗であり、Ｒは機関車のコン
シストおよび列車の組合せの実速度に依存する抵抗である。初速度および最終速度も指定
されることができるが、一般性を失うことなくここでは０であると（列車は運行の始めと
終わりに停車していると）みなされる。モデルは、スロットルの変化ｕと結果として起こ
る牽引力または制動力との間の時間のずれのようなその他の力学係数を含むように容易に
修正される。
【００２９】
　全てのこれらの性能の尺度は、以下のうちの任意のものの１次結合として表されること
ができる。
１．
【００３０】

【数２】

－総燃料消費を最小化する。
２．
【００３１】

【数３】

－走行時間を最小化する
３．
【００３２】
【数４】

－ノッチの操作を最小化する（区分的に一定な入力）
４．
【００３３】
【数５】

－ノッチの操作を最小化する（連続的入力）
５．（１）の燃料の項Ｆ（・）を排気の生成に対応する項で置き換える。　したがって、
よく使用される代表的な目的関数は、
【００３４】
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【数６】

である。
この１次結合の係数は、項のそれぞれに対して与えられる重要度（重み）によって決まる
。方程式（ＯＰ）において、ｕ（ｔ）は連続的なノッチ位置である最適化変数であること
に留意されたい。例えば旧式の機関車のために離散的なノッチが必要とされる場合、方程
式（ＯＰ）に対する解は離散化され、このことはより少ない燃料の節約をもたらす可能性
がある。最小時間の解を見つけること（α１は０に設定され、α２は０または比較的小さ
な値に設定される）が、達成可能な走行時間に関する下限（Ｔｆ＝Ｔｆｍｉｎ）を見つけ
るために使用される。この場合、ｕ（ｔ）およびＴｆの両方が最適化変数である。好まし
い実施形態は、α３を０としてＴｆ＞ＴｆｍｉｎであるＴｆの様々な値に対して方程式（
ＯＰ）を解く。この後者の場合、Ｔｆは定数として扱われる。
【００３５】
　そのような最適化問題の解法に精通している人のために、制約、例えば経路に沿った速
度制限
【００３６】

【数７】

を追加することが必要である可能性があるか、または、最小時間を目的として使用すると
きは、追加の制約は、終点の制約が保たれなければならず、例えば、総消費燃料が例えば
【００３７】
【数８】

（ここでＷＦはＴｆにおいてタンク内に残っている燃料である）によってタンク内にある
燃料より少なくなければならないことである可能性がある。当業者は、方程式（ＯＰ）が
その他の形態で示されることができることと、上記の形態が本発明の一実施形態において
使用するための例示的な方程式であることとを容易に認識するであろう。
【００３８】
　本発明に関連した排気についての言及は、概して窒素酸化物（ＮＯｘ）、未燃炭化水素
、および微粒子の形態で生成される累積的な排気を対象とする。設計によって、どの機関
車もＥＰＡの排出基準に従わなければならず、したがって排気を最適化する本発明の実施
形態において、この排気は現在ＥＰＡの規定が存在しないミッション全体の排気を指す可
能性がある。最適化された運行計画に従った機関車の運転は、常にＥＰＡの排出基準に従
う。
【００３９】
　運行中の重要な目的が排気を削減することである場合、最適な制御の定式化、方程式（
ＯＰ）は、この運行の目的を考慮するために修正される。最適化プロセスにおける重要な
柔軟性は、運行の目的のうちのいずれかまたは全てが地理的領域またはミッションによっ
て変わることができることである。例えば、優先度の高い列車に関しては、その列車の優
先度のために１つの経路上で最小の時間が唯一の目的である可能性がある。別の例におい
て、排気の排出は、計画された列車の経路に沿った州毎に変わることができる。
【００４０】
　結果として得られる最適化問題を解くために、例示的実施形態において、本発明は、時
間領域の動的な最適制御問題をＮ個の決定変数を有する等価で静的な数理計画問題に書き
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換え、ここで、数「Ｎ」はスロットルおよび制動の調整がなされる頻度と運行の継続時間
とによって決まる。典型的な問題に関して、このＮは数千にもなる可能性がある。例示的
実施形態において、列車が、米国南西部の１７２マイルに渡って伸びた軌道を走行してい
る。本発明を利用して、本発明の態様によって決定され、遵守される運行を、スロットル
／速度が標準的なやり方に従ってオペレータによって決定される運行と比較するとき、例
示的に７．６％の燃料消費が実現されることができる。改善された節約は、本発明によっ
て提供される最適化が、オペレータ制御の運行と比較してより少ない抵抗損失とわずかな
または全くない制動損失との両方を有する運転方針をもたらすので実現される。
【００４１】
　上述の最適化を計算し易くするために、図２に示され、上で検討された方程式に記載さ
れたような列車の簡素化されたモデルが使用されることができる。最適なプロフィールに
対する重要な改善が、熱的、電気的、および機械的制約が破られるかどうかをテストする
ために、生成された最適な動力シーケンスを用いるより詳細なモデルを引き出すことによ
って生成され、機関車または列車の機器を損傷することなしに達成されることができる、
すなわち機関車に関する熱的および電気的制限ならびに列車間の力などのさらなる暗黙的
な制約を満足することができる走行にもっと近い速度対距離を有する修正されたプロフィ
ールをもたらす。
【００４２】
　再び図１を参照すると、運行が開始される（１２）と、計画を発動するために動力命令
が生成される（１４）。本発明の実施形態の運転の設定に応じて、１つの命令は、最適な
速度を達成するために機関車を最適化された動力命令に従わせる（１６）。一実施形態は
、列車の機関車のコンシストから実際の速度および動力の情報を取得する（１８）。最適
化のために使用されるモデルにおける共通の近似のおかげで、最適化された動力に対する
修正の閉ループの計算が、所望の最適な速度を追跡するために取得される。列車の運転の
制限のそのような修正は、自動的に、または列車の根本的な制御をいつも行っているオペ
レータによってなされることができる。
【００４３】
　いくつかの場合、最適化において使用されるモデルは実際の列車と大きく異なる可能性
がある。これは、特別な貨物の追加または切り離し、経路内の故障した機関車、および初
期データベース６３内の誤りおよびオペレータによるデータ入力の誤りを含むがこれらに
限定されない多くの理由で発生する可能性がある。これらの理由のために、監視システム
はリアルタイムの列車のデータを使用してリアルタイムで機関車および／または列車のパ
ラメータを推定する（２０）。次に、推定パラメータが、運行が最初に作成されたときに
仮定のパラメータと比較される（２２）。仮定のパラメータと推定パラメータの任意の差
に基づいて、運行が再計画されることができる（２４）。概して、運行は、新しい計画を
もとに著しい節約が実現されることができる場合に再計画される。
【００４４】
　運行が再計画される可能性があるその他の理由は、大域的な移動計画の目的に合致する
ための目的の変更の、指令などのリモートの場所からの命令および／またはオペレータの
要求を含む。そのような大域的な移動計画の目的は、その他の列車のスケジュール、排気
をトンネルから消散させるために必要な時間、保守作業などを含む可能性があるがこれら
に限定されない。別の理由は、車内でのコンポーネントの故障が原因である可能性がある
。再計画に関する方針は、以下でさらに詳細に検討されるように障害の重大性に応じて付
加的な調整および大幅な調整にグループ化されることができる。概して、「新しい」計画
は、上述の最適化問題の方程式（ＯＰ）に対する解から導出されなければならないが、本
明細書において説明されるようにより速い近似解が発見されることができることが多い。
【００４５】
　運転中、機関車４２はシステム効率を継続的に監視し、更新が運行性能を向上すること
ができるときにはいつでも実際の測定された効率に基づいて運行計画を継続的に更新する
。再計画の計算は、（１つまたは複数の）機関車内で全て実行されることができるか、ま
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たは無線技術が新しい計画を機関車４２に伝達することができる指令または沿線の処理設
備などのリモートの場所で全てもしくは部分的に実行されることができる。本発明の一実
施形態は、効率伝達関数に関する機関車の一団のデータを作成するための効率の傾向を生
成することもできる。機関車の一団全体のデータは、最初の運行計画を決定するときに使
用されることができ、複数の列車の位置を考慮するときに鉄道網全体の最適化の折り合い
をつけるために使用されることができる。例えば、図４に示される走行時間と燃料の使用
のトレードオフ曲線は、特定の経路上の多くの同様の列車に関して収集されたアンサンブ
ル平均をもとに更新された現時点の同じ経路上の列車の能力を反映する。したがって、多
くの機関車から図４と同様の曲線を収集する中央指令機関は、列車の全体的な動きをより
うまく調整して燃料の使用またはスループットにおけるシステム全体の利益を達成するた
めにその情報を使用することができる。
【００４６】
　例えば列車が別の列車との計画された待ち合わせまたは追い越しに関して予定に遅れて
おり、したがって遅れた時間を取り戻さなければならないとき、日常的な運転中の多くの
事象が、同じ運行目的を維持する新しいまたは修正された運行計画を含む新しいまたは修
正された計画の生成を動機付ける可能性がある。機関車の実際の速度、動力、および位置
を使用して、計画された到着時間が現在推定（予測）される到着時間と比較される（２５
）。これらの時間の差と（ならびに指令またはオペレータによって検出または変更された
）パラメータの差とに基づいて計画が調整される（２６）。この調整は、計画からの逸脱
を処理するための鉄道会社の方針に応じて自動的に行われることができるか、または車上
のオペレータおよび指令が計画を戻すための最良のアプローチを連帯して決定するときに
手動で行われることができる。計画が更新されるが、到着時間などであるがこれに限定さ
れない当初の目的が同じままであるときにはいつでも、追加的変更、例えば当初の計画に
復帰することの実現可能性に影響を与える可能性がある新しい将来の速度制限の変更が同
時に考慮されることができる。そのような場合、元の運行計画が維持されることができな
い、または換言すると列車が元の運行計画の目的を達成することができない場合、本明細
書において検討されるように（１つまたは複数の）その他の運行計画がオペレータ、リモ
ートの設備、および／または指令に提示されることができる。
【００４７】
　再計画は、当初の目的を変更することが望ましいときにもなされることができる。その
ような再計画は、決まった予め計画されたときに行われることができるか、オペレータも
しくは指令の裁量で手動で行われることができるか、またはそのような列車の運転の制限
などの既定の制限が超えられるときに自動的に行われることができるかのいずれかである
。例えば、現在の計画の実行が３０分などの指定された閾値を超えるだけ遅れている場合
、本発明の一実施形態は運行を再計画して、上述のようにより多くの燃料消費と引き換え
に遅れに対処することができるか、またはできるとしたときに遅れた時間が取り戻される
ことができる程度（すなわち、残りの最小時間は何か、もしくは時間の制約内で節約され
ることができる最大の燃料）についてオペレータおよび指令に知らせることができる。再
計画に関するその他の誘因は、消費燃料、あるいは到着時間、機器の故障および／もしく
は機器の一時的な不調（過度に高い温度、もしくは過度に低い温度での運転など）による
馬力の損失、ならびに／または想定された列車の荷重におけるような全体の設定の誤りの
検出を含むがこれらに限定されない動力コンシストの調子に基づいて想定されることもで
きる。すなわち、変化が現在の運行に関する機関車の性能の低下を反映する場合、これら
は、最適化プロセスに使用されるモデルおよび／または方程式に盛り込まれることができ
る。
【００４８】
　計画の目的の変更は、１つの列車に関する計画が別の列車の能力を損なう事象を調整し
て目的を達成する必要性から生じる可能性もあり、異なるレベル、例えば指令オフィスで
の調整が必要とされる。例えば、待ち合わせおよび追い越しの調整が、列車同士の通信を
通じてさらに最適化されることができる。したがって、例として、オペレータがそのオペ
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レータが待ち合わせおよび／または追い越しのための場所への到着がスケジュールよりも
遅れていることを知っている場合、もう一方の列車からの通信が遅れている列車のオペレ
ータ（および／または指令）に助言することができる。オペレータは、列車の運行計画を
再計算するために予測される遅れた到着に関する情報を入力することができる。一実施形
態において、本発明は、万一スケジューリングされた待ち合わせおよび／または追い越し
時間の制約が満たされない可能性がありそうな場合にどの列車が速度を落とすべきか、ま
たは速度を上げるべきかを指令が決定することを可能にするために高レベルまたは鉄道網
レベルで使用される。本明細書において検討されるように、これは、各列車がその列車の
計画の目的をどのように変更すべきかを優先順位付けするために列車がデータを指令に送
信することによって遂行される。選択は、状況に応じてスケジュールまたは燃料の節約の
利点のいずれかに基づいてなされることができる。
【００４９】
　手動または自動で開始された再計画のいずれに関しても、本発明の実施形態は、２つ以
上の運行計画をオペレータに提示することができる。例示的実施形態において、本発明は
オペレータに異なるプロフィールを提示し、オペレータが到着時間を選択し、さらに対応
する燃料および／または排気の影響を理解することを可能にする。そのような情報は、同
様の検討のために指令に単なる選択肢のリストとしてか、または図４に示されたような複
数のトレードオフ曲線としてかのいずれかで提供されることもできる。
【００５０】
　一実施形態において、本発明は、現在の計画におよび／または将来の計画のためにのい
ずれかで組み込まれることができる列車および動力コンシストの重要な変更を学習し、そ
れらの重要な変更に適合する能力を含む。例えば、上で検討された誘因のうちの１つは馬
力の損失である。馬力の損失の後か、運行を開始するときのいずれかに時間の経過と共に
馬力を上げるとき、いつ所望の馬力が達成されるのかを決定するために遷移ロジックが利
用される。この情報は、万一馬力の損失が後で再び起こった場合に将来の運行かまたは現
在の運行のいずれかを最適化するのに使用するために機関車のデータベース６１に保存さ
れることができる。
【００５１】
　図３は本発明の要素の例示的実施形態を示す。ロケータ要素３０は列車３１の位置を判
定する。ロケータ要素３０は、列車３１の位置を判定するＧＰＳセンサ、またはセンサシ
ステムを含む。そのようなその他のシステムの例は、無線周波数積載物自動認識（ＲＦ　
ＡＥＩ）タグなどの沿線のデバイス、指令、および／または映像に基づく判定を含むこと
ができるがこれらに限定されない。別のシステムは、機関車に搭載された（１つまたは複
数の）タコメータ、および基準点からの距離計算を使用することができる。既に検討され
たように、無線通信システム４７が、列車間の、および／または指令などのリモートの場
所との通信を可能にするために提供されることもできる。走行場所についての情報がその
他の列車から通信システムを介して転送されることもできる。
【００５２】
　軌道特徴付け要素３３は軌道についての情報、主として勾配および高度および曲率の情
報を提供する。軌道特徴付け要素３３は、車載の軌道完全性データベース３６を含むこと
ができる。センサ３８は、機関車のコンシスト４２によって加えられる牽引力４０、機関
車のコンシスト４２のスロットの設定、機関車のコンシスト４２の構成情報、機関車のコ
ンシスト４２の速度、個々の機関車の構成情報、個々の機関車の能力などを測定する。例
示的実施形態において、機関車のコンシスト４２の構成情報はセンサ３８を使用せずに取
り込まれることができるが、上で検討されたようにその他のアプローチによって入力され
る。さらに、コンシスト内の機関車の調子が考慮されることもできる。例えば、コンシス
ト内の１両の機関車が動力ノッチレベル５を超えて運転することができない場合、この情
報は運行計画を最適化するときに使用される。
【００５３】
　ロケータ要素からの情報は、列車３１の適切な到着時間を決定するために使用されるこ
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ともできる。例えば、軌道３４に沿って目的地に向かって移動している列車３１があり、
その列車３１の後ろに続く列車がなく、当該列車が満足すべき決まった到着期限を持たな
い場合、無線周波数積載物自動認識（ＲＦ　ＡＥＩ）タグ、指令、および／または映像ベ
ース判定を含むがこれらに限定されないロケータ要素が、列車３１の正確な位置を判定す
るために使用されることができる。さらに、これらの信号システムからの入力が、列車の
速度を調整するために使用されることができる。以下で検討される車載の軌道データベー
スと、ＧＰＳなどのロケータ要素とを使用して、本発明の一実施形態は、所与の機関車の
位置における信号システムの状態を反映するためにオペレータのインターフェースを調整
する。信号の状態が前もって制限速度を示す状況において、プランナは、燃料消費を節約
するために列車を減速させることを選択することができる。
【００５４】
　ロケータ要素３０からの情報は、計画の目的を目的地への距離の関数として変更するた
めに使用されることもできる。例えば、経路に沿った混雑についての避けがたい不確実性
のために、経路の初めの方の部分における「より速い」時間の目的が、統計的に後で発生
する遅延に対する防護措置として使用されることができる。特定の運行に関してそのよう
な遅延が発生しない場合、行程の後の方の部分における目的は、前に蓄えられた組み込ま
れた余分な時間を利用し、それによっていくらかの燃料効率を回復するために修正される
ことができる。同様の方針が、排気制限の目的、例えば都市部に接近するときに適用され
る排気の制約に関して実施されることができる。
【００５５】
　防護方針の一例として、運行がニューヨークからシカゴまで計画される場合、システム
は、運行の初めか、運行の中間か、または運行の終わりのいずれかにおいて列車を遅く運
転するオプションを提供することができる。本発明の一実施形態は、天候条件、軌道の保
守などであるがこれらに限定されない未知の制約が運行中に発生し、明らかになる可能性
があるので運行の終わりにより遅い運転を可能にするように運行計画を最適化する。別の
考えとして、以前から混雑している地域が知られている場合、計画は、そのような地域の
周辺での運転の柔軟性を増加させるためのオプションを用いて作成される。したがって、
本発明の実施形態は、時間／距離の関数としての重み付け／ペナルティを課すことを将来
の考慮に入れることもでき、および／または知られている／過去の経験に基づいて考慮す
ることもできる。当業者は、天候条件、軌道の条件、軌道上のその他の列車などを考慮に
入れるためのそのような計画および再計画が運行中いつでも考慮に入れられることができ
、運行計画がそれに従って調整されることを容易に認識するであろう。
【００５６】
　図３は、本発明の実施形態の一部であることができるその他の要素をさらに開示する。
プロセッサ４４は、ロケータ要素３０、軌道特徴付け要素３３、およびセンサ３８から情
報を受信するように動作する。アルゴリズム４６がプロセッサ４４内で動作する。アルゴ
リズム４６は、本明細書において説明されるように機関車４２、列車３１、軌道３４、お
よびミッションの目的を含むパラメータに基づいて最適化された運行計画を計算する。例
示的実施形態において、運行計画は、アルゴリズムに提供されている簡素化の仮定を用い
て適用可能な物理的過程から導出された非線形微分方程式の解として、列車３１が軌道３
４に沿って移動するときの列車の振る舞いに関するモデルに基づいて確立される。アルゴ
リズム４６は、ロケータ要素３０、軌道特徴付け要素３３、および／またはセンサ３８か
らの情報にアクセスして、機関車のコンシスト４２の燃料消費を最小化し、機関車のコン
シスト４２の排気を最小化し、所望の運行時間を定め、および／または機関車のコンシス
ト４２上での適切な乗務員の稼働時間を保証する運行計画を生成する。例示的実施形態に
おいて、運転士、またはコントローラ要素５１も提供される。本明細書において検討され
るように、コントローラ要素５１は、列車が運行計画に従うときに列車を制御することが
できる。本明細書でさらに検討される例示的実施形態において、コントローラ要素５１は
、自律的に列車運転の判断を行う。別の例示的実施形態において、オペレータは、そのオ
ペレータの裁量で列車に運行計画に従うように、または運行計画から逸脱するように指示
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することに関与する可能性がある。
【００５７】
　本発明の一実施形態において、運行計画は、当該計画が実行されているときにリアルタ
イムで修正可能である。これは、計画最適化アルゴリズムの複雑性のために、長距離の運
行のための最初の計画を生成することを含む。運行プロフィールの全長が所与の距離を超
えるとき、アルゴリズム４６が、ミッションを中間地点に分割することによってミッショ
ンを分割するために使用されることができる。単一のアルゴリズム４６のみが検討される
が、当業者は、２つ以上のアルゴリズムが使用されることができることと、そのような複
数のアルゴリズムが運行計画を生成するために結びつけられることとを容易に認識するで
あろう。
【００５８】
　運行の中間地点は、対向する交通との待ち合わせのための、もしくは現在の列車の後ろ
の列車による追い越しのための単線の側線、操車場の側線、車両が追加および切り離しさ
れる引込線、ならびに計画された保守作業の場所などであるがこれらに限定されない列車
３１が停車する理に適った場所を含むことができる。そのような中間地点において、列車
３１は、スケジューリングされた時間にその場所にいるか、停車されているか、または指
定範囲内の速度で移動しているように要求されることができる。中間地点における到着か
ら出発までの期間は停車時間と呼ばれる。
【００５９】
　例示的実施形態において、本発明は、長い運行を体系的なプロセスに従ってより小さな
セグメントに分けることができる。各セグメントは、長さが幾分任意的であることができ
るが、概して、停車もしくは著しい速度制限などの理に適った場所において、またはその
他の経路との合流点を規定する重要な中間地点もしくは距離標において選択される。この
ようにして選択された部分またはセグメントが与えられると、運転プロフィールが、図４
に示されたような独立変数とみなされる走行時間の関数として軌道の各セグメントに対し
て生成される。各セグメントに関連する使用燃料／走行時間のトレードオフが、列車３１
が軌道のそのセグメントに到達する前に計算されることができる。したがって、全体的な
運行計画が、各セグメントに対して生成された運転プロフィールから生成されることがで
きる。本発明の一実施形態は、必要とされる総運行時間が満足され、全てのセグメントに
渡る総消費燃料が最小化されるように運行の全てのセグメントに走行時間を最適に分散す
る。例示的な３つのセグメントの運行が図６に開示され、以下で検討される。しかし、当
業者は、複数のセグメントが検討されるが、運行計画が完全な運行を表す単一のセグメン
トから成ることができることを認識するであろう。
【００６０】
　図４は、燃料使用／走行時間曲線の例示的実施形態を示す。上述のように、そのような
曲線５０は、各セグメントに対して様々な走行時間に関する最適な運行プロフィールを計
算するときに生成される。すなわち、所与の走行時間５１に対して、使用燃料５２は、上
述のように計算された詳細な運転プロフィールの結果である。各セグメントに対する走行
時間が割り当てられると、動力／速度計画が、既に計算された解から各セグメントに対し
て決定される。速度制限の変更などであるがこれに限定されないセグメント間の任意の中
間地点の速度の制約が存在する場合、それらは最適な運行プロフィールの生成中に調和さ
せられる。速度の制約が単一のセグメント内でのみ変わる場合、燃料使用／走行時間曲線
５０は、変更されるセグメントのみに対して再計算される必要がある。このプロセスは、
運行のより多くの部分またはセグメントを再計算するために必要とされる時間を削減する
。機関車のコンシストまたは列車が経路に沿って大きく変わる（例えば機関車を失うこと
、または鉄道車両の追加もしくは切り離し）場合、全ての後続のセグメントに対する運転
プロフィールは再計算され、曲線５０の新しい場合を生成しなければならない。そのとき
、これらの新しい曲線５０は、残りの運行を計画するための新しいスケジュールの目的と
共に使用される。
【００６１】
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　運行計画が上で検討されたように生成されると、速度および動力対距離の曲線が、列車
が要求される運行時間で最小の燃料および／または排気で目的地に到着することを可能に
する。運行計画を実行するためのいくつかの技術が存在する。以下により詳細に提供され
るように、指導モードの１つの例示的実施形態において、本発明はオペレータに制御情報
を表示する。オペレータは当該情報に従って、最適な運行計画により決定されたように要
求される動力および速度を達成する。したがって、このモードにおいて、オペレータは列
車の運転に使用するための運転の提案を提供される。別の例示的実施形態において、列車
を加速するための、または一定速度を維持するための制御動作が本発明によって実行され
る。しかし、列車３１が減速されなければならないとき、オペレータはブレーキシステム
５２を制御することによってブレーキをかける責任を負う。別の例示的実施形態において
、本発明は、所望の速度－距離の経路に従うために必要とされるように動力および制動動
作を命じる。
【００６２】
　変動する向かい風および／または追い風によって引き起こされる列車の荷重の変動など
であるがこれに限定されない事象を説明するためにプロフィール内の動力制御シーケンス
を修正するためにフィードバック制御方針が使用される。別のそのような誤差は、最適化
された運行計画における想定と比較されたときの列車の質量および／または抵抗などであ
るがこれらに限定されない列車のパラメータの誤差によって引き起こされる可能性がある
。第３の種類の誤差は、軌道データベース３６内の不正確な情報によって起こる可能性が
ある。別の起こりうる誤差は、機関車のエンジン、主電動機のサーマルディレーション（
ｔｈｅｒｍａｌ　ｄｅｒａｔｉｏｎ）、および／またはその他の要素によるモデリングさ
れていない性能の差異を含む可能性がある。フィードバック制御方針は、位置の関数とし
ての実際の速度を所望の最適なプロフィールの速度と比較する。この差に基づいて、最適
な動力プロフィールに対する修正が、実際の速度を最適なプロフィールに近付けるために
加えられる。安定した統制を保証するために、閉ループの性能安定性を保証するためにフ
ィードバック速度をフィルタリングして動力の修正にする補償アルゴリズムが提供される
ことができる。補償は、性能目標を達成するために制御システム設計の分野に精通した者
によって使用される標準的な動的補償を含むことができる。
【００６３】
　種々の態様によって、本発明は、鉄道の運転における例外ではなく規則である、運行の
目的の変更に対処するための最も単純な、ひいては最も高速な手段を可能にする。経路に
沿って停車場が存在する地点Ａから地点Ｂへの燃料が最適な運行を決定するための、およ
びいったん運行が始まったときに運行の残りの部分のために運行を更新するための例示的
実施形態において、準最適な分解方法が最適な運行プロフィールを発見するために使用さ
れることができる。モデリング方法を使用して、計算方法は、停車場があるときに全ての
速度制限および機関車の能力の制約を満たすために特定の走行時間ならびに初期および最
終速度を有する運行計画を発見することができる。以下の検討は燃料の使用を最適化する
ことを対象とするが、以下の検討は、排気、スケジュール、乗務員の快適さ、および荷重
の影響などであるがこれらに限定されないその他の要素を最適化するために適用されるこ
ともできる。方法は、最初に運行計画を作成することに使用されることができ、より重要
なことに、運行を開始した後で目的の変更に適合することに使用されることができる。
【００６４】
　本明細書において検討されるように、本発明の一実施形態は、図５に示される例示的な
フローチャートに示されるような、および図６に詳細に示される例示的３セグメントの例
のような設定を使用する。示されるように、運行は、２つ以上のセグメントＴ１、Ｔ２、
およびＴ３に分けられることができる。しかし、本明細書において検討されるように、運
行を単一のセグメントとみなすことが可能である。本明細書において検討されるように、
セグメントの境界は等しい長さのセグメントをもたらさない可能性がある。その代わりに
、セグメントはふさわしいまたはミッションに固有の境界を使用する。最適な運行計画が
各セグメントに対して予め計算される。燃料の使用対運行時間が満たされるべき運行の目
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的である場合、燃料対運行時間曲線が各セグメントに対して生成される。本明細書におい
て検討されるように、曲線はその他の要素に基づくことができ、それらの要素は運行計画
を用いて満たされるべき目的である。運行時間が決定されているパラメータであるとき、
全体的な運行時間の制約を満たしながら各セグメントに対する運行時間が計算される。
【００６５】
　図６は、例示的３セグメントの２００マイルの運行に対する速度制限９７を示す。さら
に示されているのは、２００マイルの運行に渡る勾配の変化９８である。走行時間に渡っ
て運行の各セグメントに対する使用された燃料の曲線を示す組み合わされたグラフ９９も
示される。
【００６６】
　上述の最適な制御の設定を使用して、この計算方法は、停車場があるときに全ての速度
制限および機関車の能力の制約を満たすために特定の走行時間ならびに初期および最終速
度を有する運行計画を発見することができる。以下の詳細な検討は燃料の使用を最適化す
ることを対象とするが、以下の詳細な検討は、排気などであるがこれに限定されない、本
明細書において検討されるその他の要素を最適化するために適用されることもできる。本
方法は、停車場での所望の停車時間に対応することができ、例えば、側線に入る、または
側線を通過するための時間が重要である単線の運転において必要とされ得る場所への最も
早い到着および場所からの最も早い出発に関する制約を考慮する。
【００６７】
　一実施形態によれば、本発明は時間Ｔ内に走行される距離Ｄ０からＤＭまでの燃料が最
適な運行を発見し、ここでＭ－１個の中間の停車場がＤ１，．．．，ＤＭ－１にあり、こ
れらの停車場の到着および出発時間が以下の式によって制約される。
【００６８】
【数９】

ここで、
【００６９】

【数１０】

、および
【００７０】
【数１１】

は、それぞれｉ番目の停車場における出発、到着、および最小停車時間である。燃料の最
適性が停車時間を最小化することを含み、したがって、上の第２の不等式を消去する
【００７１】
【数１２】

であると仮定する。それぞれのｉ＝１，．．．，Ｍに対して、走行時間ｔ（
【００７２】
【数１３】

）の間のＤｉ－１からＤｉまでの燃料が最適な運行が分かると仮定する。
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【００７３】
【数１４】

はこの運行に対応する燃料の使用であるとする。Ｄｊ－１からＤｊまでの走行時間がＴｊ

と表される場合、Ｄｉへの到着時間は以下の式によって与えられる。
【００７４】

【数１５】

ここで、
【００７５】
【数１６】

は０と定められる。そのとき、走行時間Ｔの間のＤ０からＤＭまでの燃料が最適な運行は
、
【００７６】
【数１７】

を制約条件
【００７７】
【数１８】

の下で最小化するＴｉ（ｉ＝１，．．．，Ｍ）を発見することによって得られる。
【００７８】
　いったん運行が実施中になると、問題は、運行が進むが、しかし燃料が最適な解に従う
ことを変動が妨げるときに、（元は時間Ｔ内のＤ０からＤＭまでの）運行の残りの部分に
関する燃料が最適な解を再決定することである。現在の距離および速度をそれぞれｘおよ
びｖとし、ここで
【００７９】
【数１９】

である。また、運行の開始からの現在の時間をｔａｃｔとする。そのとき、ＤＭへの元の
到着時間を維持するｘからＤＭまでの運行の残りの部分に関する燃料が最適な解は、
【００８０】
【数２０】

を制約条件
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【００８１】
【数２１】

の下で最小化する
【００８２】

【数２２】

を発見することによって得られる。ここで、
【００８３】
【数２３】

は、ｘにおける初期速度をｖとして時間ｔ内に走行されるｘからＤｉまでの最適な運行の
使用燃料である。
【００８４】
　上で検討されたように、より効率的な再計画を可能にする例示的なプロセスは、分割さ
れたセグメントから停車場間の運行に関する最適な解を構築する。走行時間ＴｉのＤｉ－

１からＤｉまでの運行に関して、１組の中間点
【００８５】
【数２４】

を選択する。Ｄｉ０＝Ｄｉ－１および
【００８６】
【数２５】

とする。そのとき、Ｄｉ－１からＤｉまでの最適な運行に関する燃料の使用を以下のよう
に表す。
【００８７】
【数２６】

ここで、
【００８８】
【数２７】
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は、初期速度および最終速度をｖｉ，ｊ－１およびｖｉｊとして時間ｔ内に走行されるＤ

ｉ，ｊ－１からＤｉｊまでの最適な運行に関する燃料の使用である。さらに、ｔｉｊは距
離Ｄｉｊに対応する最適な運行の時間である。定義より
【００８９】
【数２８】

。列車はＤｉ０および
【００９０】
【数２９】

において停車されるので、
【００９１】

【数３０】

である。
【００９２】
　上記式は、関数Ｆｉ（ｔ）が、初めに関数
【００９３】

【数３１】

を決定し、次に、
【００９４】
【数３２】

を制約条件
【００９５】
【数３３】

の下で最小化する
【００９６】
【数３４】

および
【００９７】
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を発見することによって代替的に決定されることを可能にする。（例えば、速度制限また
は待ち合わせ地点で）Ｄｉｊを選択することによって
【００９８】
【数３６】

が最小化されることができ、したがって、ｆｉｊ（）が知られている必要がある値域を最
小化することができる。
【００９９】
　上述の分割に基づいて、上述のアプローチよりもより簡素な準最適再計画アプローチは
、再計画を列車が距離の地点
【０１００】

【数３７】

にいる時間に制限する。地点Ｄｉｊにおいて、ＤｉｊからＤＭまでの新しい最適な運行は
、
【０１０１】
【数３８】

を制約条件
【０１０２】
【数３９】

の下で最小化し、ここで、
【０１０３】
【数４０】

である
【０１０４】
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【数４１】

、および
【０１０５】
【数４２】

を発見することによって決定されることができる。
【０１０６】
　距離の地点Ｄｉが到達されるまで
【０１０７】

【数４３】

の再計算を待つことによってさらなる簡素化が得られる。このように、Ｄｉ－１とＤｉの
間の地点Ｄｉｊにおいて、上記の最小化は
【０１０８】
【数４４】

で実行されることのみを必要とする。Ｔｉは、Ｄｉ－１からＤｉｊまでの計画されたより
も長い任意の実際の走行時間に対処するために必要に応じて増加される。この増加は、可
能であれば距離の地点Ｄｉにおける
【０１０９】
【数４５】

の再計算によって後で補償される。
【０１１０】
　上で開示された閉ループの構成に関して、地点Ａから地点Ｂまで列車３１を動かすため
に必要とされる総入力エネルギーは、４つの構成要素、具体的には、地点Ａと地点Ｂの間
の運動エネルギーの差と、地点Ａと地点Ｂの間の位置エネルギーの差と、摩擦およびその
他の抵抗損失によるエネルギー損失と、ブレーキをかけることによって消散するエネルギ
ーとの合計によって構成される。開始および終了速度が同じ（例えば、静止）であると仮
定すると第１の構成要素は０である。さらに、第２の構成要素は運転方針とは無関係であ
る。したがって、後の２つの構成要素の合計を最小化すれば十分である。
【０１１１】
　一定の速度プロフィールに従うことは抵抗損失を最小化する。また、一定の速度プロフ
ィールに従うことは、一定速度を保つために制動が必要とされないときは総エネルギー入
力を最小化する。しかし、一定速度を保つために制動が必要とされる場合、単に一定速度
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を保つために制動をかけることは、大抵、ブレーキによって消散されたエネルギーを補充
する必要があるので総必要エネルギーを増加させる。速度の変動を減らすことによって、
制動によって生じる抵抗損失の結果的な減少によるオフセットよりも追加的なブレーキ損
失が大きい場合に何らかの制動が実際に総エネルギー使用を減少させる可能性があり得る
。
【０１１２】
　上述の事象の収集から再計画を完了した後で、新しい最適なノッチ／速度計画は、本明
細書において説明される閉ループ制御を使用して守られることができる。しかし、場合に
よっては、上述のセグメント分解計画を実行する十分な時間がない可能性があり、特に、
尊重されなければならない重要な速度制限が存在するときは別のやり方が好まれ得る。本
発明の態様は、「スマートクルーズ制御」と呼ばれるアルゴリズムを用いてこれを遂行す
る。スマートクルーズ制御アルゴリズムは、既知の地形上で列車３１を運転するためのエ
ネルギー効率の良い（したがって、燃料効率の良い）準最適な指示を運行中に生成するた
めの効率的なプロセスである。このアルゴリズムは、常に軌道３４に沿った列車３１の位
置の知識と、軌道の勾配および曲率対位置の知識とを仮定する。方法は列車３１の運動に
関する質点モデルを利用し、この質点モデルのパラメータは、上述の列車の運動のオンラ
イン計測から適応的に推定されることができる。
【０１１３】
　スマートクルーズ制御アルゴリズムは、３つの主な構成要素、具体的には、速度制限の
引き下げのエネルギー効率の良いガイドとして働く修正された速度制限プロフィールと、
速度の変動の最小化と制動のバランスを取るように試みる理想的スロットルまたはダイナ
ミックブレーキ設定プロフィールと、実際のパラメータと比較されるときのモデルリング
されたパラメータの不一致を補償するための速度フィードバックループを使用する、後の
２つの構成要素を組み合わせてノッチ命令を生成するためのメカニズムとを有する。スマ
ートクルーズ制御は、アクティブ制動を行わない（すなわち、運転士が信号を送られ、必
要な制動を行うと想定される）本発明の実施形態、またはアクティブ制動を行う変形形態
において指針に対処することができる。
【０１１４】
　ダイナミックブレーキを制御しないクルーズ制御アルゴリズムに関して、３つの例示的
な構成要素は、速度制限の削減のエネルギー効率の良いガイドとして働く修正された速度
制限プロフィール、オペレータにいつ制動がかけられるべきであるかを知らせるための通
知信号、速度の変動を最小化することとオペレータにブレーキをかけるように通知するこ
ととの間のバランスを取るように試みる理想的なスロットルプロフィール、および実際の
パラメータに対するモデルパラメータの不一致を補償するためのフィードバックループを
使用するメカニズムである。
【０１１５】
　本発明の態様によれば、さらに含まれるのは、列車３１の重要なパラメータ値を特定す
るためのアプローチである。例えば、列車の質量を推定することに関して、時間の経過と
共に生じる可能性がある誤差を検出するためにカルマンフィルタおよび逐次最小自乗アプ
ローチが利用されることができる。
【０１１６】
　図７は、本発明の例示的なフローチャートを示す。既に検討されたように、指令センタ
６０などのリモートの設備が本発明よる使用のための情報を提供することができる。示さ
れるように、そのような情報は実行制御要素６２に提供される。さらに実行制御要素６２
に供給されるのは、機関車モデリング情報データベース６３、軌道の勾配情報および速度
制限情報などであるがこれらに限定されない軌道情報データベース３６、列車の重量およ
び抵抗係数などであるがこれらに限定されない推定された列車のパラメータ、ならびに燃
料レート推定器６４からの燃料レートテーブルである。実行制御要素６２は、図１により
詳細に開示されたプランナ１２に情報を供給する。運行計画が計算されてしまうと、計画
は、運転アドバイザ、運転士、またはコントローラ要素５１に供給される。運行計画は、
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実行制御要素６２がその他の新しいデータが提供されたときに運行を比較することができ
るように実行制御要素６２にも供給される。
【０１１７】
　上で検討されたように、運転アドバイザ５１はノッチ動力を予め決められたノッチ設定
または最適な連続的ノッチ動力値のいずれかに自動的に設定することができる。速度命令
を機関車３１に供給することに加えて、オペレータがプランナが推奨した内容を見ること
ができるようにディスプレイ６８が提供される。オペレータは制御盤６９も利用できる。
制御盤６９を通じて、オペレータは、推奨されたノッチ動力を適用するかどうかを判断す
ることができる。この目的のために、オペレータは、目的のまたは推奨の動力を制限する
ことができる。すなわち、いつでも、オペレータは、運行計画が列車３１を減速すること
を推奨する場合にブレーキをかけるかどうかを含む機関車のコンシストの運転に関する動
力設定について最終的な権限を常に有する。例えば、暗い地域内を運転する場合、または
沿線の機器からの情報が情報を列車に電子的に送信することができず、代わりにオペレー
タが沿線の機器からの視覚的な信号を見る場合、オペレータは、軌道データベースに含ま
れる情報、および沿線の機器からの視覚的な信号に基づいて命令を入力する。列車３１が
どのように機能しているかに基づいて、燃料の測定に関する情報が燃料レート推定器６４
に供給される。概して燃料流量の直接測定は機関車のコンシストにおいては利用できない
ので、運行のある地点までの消費燃料に関する全ての情報、および最適な計画が守られる
場合の将来の予測は、最適な計画の作成に使用されたモデルなどの較正された物理的過程
のモデルを使用する。例えば、そのような予測は、使用された累積の燃料を導出するため
の測定された総馬力と知られている燃料の特性との使用を含むことができるがこれに限定
されない。
【０１１８】
　列車３１は、上で検討されたようにＧＰＳセンサなどのロケータデバイス３０も有する
。情報が列車パラメータ推定器６５に供給される。そのような情報は、ＧＰＳセンサのデ
ータ、牽引力／制動力データ、制動状態データ、速度、および速度データの任意の変化を
含むことができるがこれらに限定されない。勾配に関する情報および速度制限の情報と共
に、列車の重量および抵抗係数の情報が実行制御要素６２に供給される。
【０１１９】
　本発明の一実施形態は、最適化の計画および閉ループ制御の実行の全体を通じて、連続
的に変更可能な動力の使用を可能にすることもできる。従来の機関車において、概して動
力は８つの離散的なレベルに量子化される。現在の機関車は、上述の最適化方法に組み込
まれることができる馬力の連続的な変化を実現することができる。連続的な動力を用いて
、機関車４２は、例えば副次的負荷および動力伝送損失を最小化すること、ならびに最適
な効率のエンジン馬力の領域を微調整することによって、または排気の余裕が増加する点
まで運転条件をさらに最適化することができる。例は、冷却システムの損失を最小化する
こと、交流発電機の電圧を調整すること、エンジン回転数を調整すること、および駆動軸
の数を減らすことを含むがこれらに限定されない。さらに、機関車４２は、車載の軌道デ
ータベース３６と予測された性能要件とを使用して、目的の燃料消費／排気のために最適
な効率を提供するために副次的負荷および動力伝送損失を最小化することができる。例は
、平らな地形上でいくつかの駆動軸を削減すること、およびトンネルに進入する前に機関
車のエンジンを予め冷却することを含むがこれらに限定されない。
【０１２０】
　本発明の一実施形態は、車載の軌道データベース３６と予測された性能とを使用して、
列車が坂および／またはトンネルに近付くときにその列車が十分な速度を有することを保
証するなど、機関車の性能を調整することもできる。例えば、これは、方程式（ＯＰ）を
解く生成された最適計画生成の一部になる、特定の位置における速度の制約として表され
ることができる。さらに、実施形態は、牽引力ランプレート（ｒａｍｐ　ｒａｔｅｓ）お
よび最大制動力ランプレートなどであるがこれらに限定されない列車操作規則を組み込む
ことができる。これらは、最適な運行プロフィールに関する定式化に直接組み込まれるこ
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とができるか、または代替的に、動力の適用を制御して目的の速度を達成するために使用
される閉ループレギュレータに組み込まれることができる。
【０１２１】
　好ましい実施形態において、本発明は列車のコンシストの本務機関車にのみ搭載される
。たとえ特定の態様によって本発明がデータ、またはその他の機関車とのインタラクショ
ンに依存しないとしても、本発明は、（両方とも譲受人によって所有され、両方とも参照
によって援用される）米国特許第６，６９１，９５７号および米国特許出願第１０／４２
９，５９６号に開示されたコンシストマネージャ機能、ならびに／または効率を向上する
ためのコンシストオプティマイザ機能に統合されることができる。複数の列車とのインタ
ラクションは、本明細書に記載の２つの「独立に最適化された」列車を調整する指令の例
によって示されるように妨げられない。
【０１２２】
　本発明の一実施形態は、機関車が連続しておらず、例えば１両または複数の機関車が前
方にあり、その他の機関車が列車の中程および後方にあるコンシストと共に使用されるこ
とができる。そのような構成は動力分散と呼ばれ、機関車の間の標準的な接続が、機関車
を外部につなぐための無線リンクまたは補助ケーブルによって置き換えられる。動力分散
で運転するとき、本務機関車内のオペレータは、動力分散制御要素などの制御システムを
介して当該コンシスト内のリモートの機関車の運転機能を制御することができる。具体的
には、動力分散で運転するとき、オペレータはそれぞれの機関車のコンシストに異なるノ
ッチ動力レベルで運転するように命令することができ（または、１つのコンシストはモー
タリング状態にあることができ、その他のコンシストは制動状態にあることができる）、
ここで、機関車のコンシスト内のそれぞれの個々の機関車は同じノッチ動力で運転する。
【０１２３】
　動力分散システムを備えた列車は様々なモードで運転されることができる。１つのモー
ドでは、列車の全ての機関車が同じノッチ命令で運転する。本務機関車がノッチＮ８を命
令している場合、列車内の全てのユニットはノッチＮ８を生成するように命令される。「
独立」制御モードにおいて、列車の全体に分散された機関車または機関車の組は、異なる
モータリングまたは制動動力で運転されることができる。例えば、列車が山頂に達すると
き、（山の下り斜面上の）本務機関車は制動モードに置かれることができる一方、（山の
上り斜面上の）列車の中間のまたは終わりの機関車はモータリング状態にあることができ
る。これは、鉄道車両および機関車を接続する機械的な連結器にかかる牽引力を最小化す
るために行われる。従来、動力分散システムを「独立」モードで運転することは、オペレ
ータに本務機関車内のディスプレイを介してそれぞれのリモートの機関車または機関車の
組を手動で指揮するように要求した。計画のモデル、列車の設定情報、車載の軌道データ
ベース、車載の運転規則、位置判定システム、リアルタイム閉ループ動力／ブレーキ制御
、およびセンサフィードバックに基づいた物理的過程を使用して、システムは動力分散列
車を自動的に「独立」モードで運転することができる。
【０１２４】
　動力分散で運転するとき、本務機関車内のオペレータは、動力分散制御要素などの制御
システムを介してリモートのコンシスト内のリモートの機関車の運転機能を制御すること
ができる。したがって、動力分散で運転するとき、オペレータはそれぞれの機関車のコン
シストに異なるノッチ動力レベルで運転するように命令することができ（または、１つの
コンシストはモータリング状態にあることができ、その他のコンシストは制動状態にある
ことができる）、ここで、機関車のコンシスト内のそれぞれの個々の機関車は同じノッチ
動力で運転する。例示的実施形態において、本発明が列車に搭載され、好ましくは動力分
散制御要素と通信している場合、最適化された運行計画によって推奨されるようにリモー
トの機関車のコンシストに対するノッチ動力レベルが望まれるとき、本発明の実施形態は
この動力設定を実行のためにリモートの機関車のコンシストに伝達する。以下で検討され
るように、ブレーキの適用が同様に実行されることができる。
【０１２５】
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　動力分散を用いて運転するとき、上述の最適化問題は、リモートユニットのそれぞれが
本務ユニットから独立に制御されることができるさらなる自由度を与えるように拡張され
ることができる。このことの価値は、列車内の力を反映するためのモデルがやはり含まれ
ると仮定して、列車内の力に関する追加的な目的または制約が性能関数に組み込まれるこ
とができることである。したがって、本発明の種々の態様は、列車内の力ならびに燃料消
費および排気をより適切に管理するための複数のスロットル制御の使用を含むことができ
る。
【０１２６】
　コンシストマネージャを利用する列車において、機関車のコンシスト内の本務機関車は
、そのコンシスト内のその他の機関車とは異なるノッチ動力設定で運転することができる
。コンシスト内のその他の機関車は同じノッチ動力設定で運転する。本発明の実施形態は
、コンシスト内の機関車に関するノッチ動力設定を命じるためにコンシストマネージャと
連係して利用されることができる。このように、コンシストマネージャが機関車のコンシ
ストを２つのグループ、本務機関車および補助ユニットに分割するので、本務機関車は特
定のノッチ動力で運転するように命令され、補助機関車は異なるノッチ動力で運転するよ
うに命令されることができる。例示的実施形態において、動力分散制御要素は、この運転
が実行されるシステムおよび／または装置であることができる。
【０１２７】
　同様に、コンシストオプティマイザが機関車のコンシストと共に使用されるとき、本発
明の実施形態は、機関車のコンシスト内のそれぞれの機関車に対するノッチ動力を決定す
るためにコンシストオプティマイザと連係して使用されることができる。例えば、運行計
画が機関車のコンシストに対してノッチ動力設定４を推奨すると仮定する。列車の位置に
基づいて、コンシストオプティマイザは、この情報を取得し、次にコンシスト内のそれぞ
れの機関車に対してノッチ動力設定を決定する。この実装において、列車内通信チャネル
上でノッチ動力設定を設定する効率が向上される。さらに、上で検討されたように、この
構成の実装は分散制御システムを利用して実行されることができる。
【０１２８】
　さらに、既に検討されたように、本発明の実施形態は、コンシスト内の各機関車が異な
る制動オプションを必要とする可能性がある踏切、勾配の変化、接近してくる側線、接近
してくる車両基地構内、および接近してくる燃料補給所などであるがこれらに限定されな
い関心のある近付いてくるものに基づいた、列車のコンシストがいつ制動を使用するかに
関する継続的な修正および再計画のために使用されることができる。例えば、列車が坂を
越えている場合、本務機関車は制動条件を入力しなければならない可能性がある一方、坂
の頂上に到達していないリモートの機関車はモータリング状態に留まる必要がある可能性
がある。
【０１２９】
　図８、９、および１０は、オペレータによる使用のための動的なディスプレイの例示的
な図を示す。図８は、提供される運行プロフィール７２を示す。プロフィール内に、機関
車の位置７３が提供される。列車の長さ１０５および列車内の車両の数１０６など情報が
提供される。軌道の勾配１０７と、橋の位置１０９を含むカーブおよび沿線要素１０８と
、列車の速度１１０とに関する要素も提供される。ディスプレイ６８は、オペレータがそ
のような情報を見て、さらに列車が経路に沿ったどこにいるのかを見ることを可能にする
。踏切１１２、信号１１４、速度の変化１１６、陸標１１８、および目的地１２０などの
場所への距離および／または推定到着時間に関する情報が提供される。到着時間管理ツー
ル１２５も、ユーザが運行中に実現されている燃料の節約を判定することを可能にするた
めに提供される。オペレータは、到着時間を変え（１２７）、この変更が燃料の節約にど
のように影響するかを見る能力を有する。本明細書において検討されるように、当業者は
、燃料の節約が管理ツールによって吟味されることができる唯１つの目的の例示的例であ
ることを認識するであろう。したがって、見られているパラメータに応じて、本明細書に
おいて検討されるその他のパラメータが、オペレータが見ることができる管理ツールを用
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いて見られ、評価されることができる。オペレータは、乗務員が列車を運転している継続
期間に関する情報も提供される。例示的実施形態において、時間および距離の情報は特定
の事象および／もしくは場所までの時間および／もしくは距離として示されることができ
るか、または時間および距離の情報は総経過時間を提供することができるかのいずれかで
ある。
【０１３０】
　図９に示されるように、例示的なディスプレイは、コンシストデータ１３０、事象およ
び状況の図１３２、到着時間管理ツール１３４、およびアクションキー１３６についての
情報を提供する。上で検討された同様の情報がこのディスプレイにおいても提供される。
このディスプレイ６８は、オペレータが本発明の異なる実施形態の装置を再計画および取
り消しする（１４０）ことを可能にするためのアクションキー１３８も提供する。
【０１３１】
　図１０は、ディスプレイの別の例示的実施形態を示す。空気ブレーキの状態７２、デジ
タルのはめ込み表示を伴うアナログ速度計７４、および重量ポンドを単位とする牽引力（
またはＤＣ機関車に関するトラクションアンプ）についての情報を含む現在の機関車の典
型的な情報が見られる。インジケータ７４が、実行中の計画における現在の最適な速度と
、ｍｐｈ／分で表される表示を捕捉するための加速度計の図とを示す。最適な計画の実行
のための重要な新しいデータは、最適な速度およびノッチ設定対距離の現在の履歴と比較
されたこれらの変数を用いた起伏のある細長い図７６を含むスクリーンの中央にある。こ
の例示的実施形態において、列車の位置はロケータ要素を使用して導出される。示される
ように、位置は、列車がその列車の最終目的地、絶対位置、最初の目的地、中間地点、お
よび／またはオペレータの入力からどのくらい離れているかを特定することによって提供
される。
【０１３２】
　細長いグラフは、手動制御において有益な、最適な計画に従うために必要とされる速度
の変化に関する予測を提供し、自動制御中は計画対実際を監視する。本明細書において検
討されるように、指導モードのときなどに、オペレータは、本発明によって提案されたノ
ッチまたは速度のいずれかに従うことができる。縦棒は、細長いグラフの下にデジタル表
示もされる所望のおよび実際のノッチの図を与える。連続的なノッチ動力が利用されると
き、上で検討されたように、ディスプレイは単純に最も近い離散的で等価な値に丸められ
、ディスプレイはアナログの等価なまたは百分率のまたは実際の馬力／牽引力が表示され
るようにアナログディスプレイであることができる。
【０１３３】
　運行の状態に関する重要な情報がスクリーン上に表示され、本務機関車、列車に沿った
その他の場所、または列車の長さに渡る平均のいずれかによって列車が直面している現在
の勾配を示す（８８）。また、計画における累積走行距離９０と、累積の使用燃料９２と
、次の停車が計画されている場所または計画されている次の停車までの距離９４と、次の
停車場での現在および推定到着時間９６が明らかにされる。ディスプレイ６８は、利用可
能な計算された計画を用いて目的地までの最大のあり得る時間も示す。より遅い到着が必
要とされるならば再計画が実行される。差分計画データは、現在の最適な計画より進んだ
または遅れた燃料およびスケジュールに関する状態を示す。負の数値は計画と比較してよ
り少ない燃料またはより早いことを意味し、正の数値は計画と比較してより多い燃料また
は遅れを意味する。概してこれらのパラメータは逆方向のトレードオフがある（燃料を節
約するために速度を落とすことは列車の遅れをもたらし、その逆もある）。
【０１３４】
　いつも、これらのディスプレイ６８は、オペレータに現在実施されている運転計画に対
する運行状態のスナップショットを与える。このディスプレイは、この情報をオペレータ
および／または指令に表示／伝達する多くのその他のやり方が存在するので例示のみを目
的とする。この目的のために、上で開示された情報の任意のその他の項目が、開示された
ディスプレイと異なるディスプレイを提供するためにディスプレイに追加されることがで
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きる。
【０１３５】
　本発明のその他の実施形態に含まれることができるその他の特徴は、データログおよび
レポートの生成を含むがこれに限定されない。この情報は列車に記憶され、非車載のシス
テムにダウンロードされることができる。ダウンロードは、手動および／または無線伝送
を介して行われることができる。この情報は、機関車のディスプレイを介してオペレータ
によって見られることができる可能性もある。データは、オペレータの入力、動作可能な
タイムシステム、節約された燃料、列車の機関車の間の燃料の不均衡、正しい経路からそ
れた列車の行程、およびＧＰＳセンサの不調などのシステム診断の問題などであるがこれ
らに限定されない情報を含むことができる。
【０１３６】
　運行計画は許容可能な乗務員の稼働時間も考慮に入れなければならないので、本発明の
実施形態は運行が計画されるときにそのような情報を考慮に入れることができる。例えば
、乗務員が稼働できる最大時間が８時間である場合、運行は、新しい乗務員が現在の乗務
員と交代するための停車場所を含むように作成されることができる。そのような指定され
た停車場所は、操車場、待ち合わせ／追い越しの場所などを含むことができるがこれらに
限定されない。運行が進むにつれて運行時間が超過される可能性がある場合、本発明の一
実施形態は、オペレータによって決定されたようにその他の基準を満たすためにオペレー
タによって解除されることができる。最終的には、高い荷重、低い速度、列車の伸張の状
態などであるがこれらに限定されない列車の運転条件にかかわらず、オペレータが、列車
の安全な速度および／または運転条件を命令するために管理を続ける。
【０１３７】
　本発明の異なる態様によれば、列車は複数の異なる運転の概念で運転することができる
。１つの運転の概念において、本発明は、推進力およびダイナミックブレーキを命じるた
めの命令を提供する。オペレータは全てのその他の列車の機能を扱う。別の運転の概念に
おいて、本発明は、推進力のみを命じるための命令を提供する。オペレータはダイナミッ
クブレーキと全てのその他の列車の機能とを扱う。さらに別の運転の概念において、本発
明は、推進力、ダイナミックブレーキ、および空気ブレーキの適用を命じるための命令を
提供する。オペレータは全てのその他の列車の機能を扱う。
【０１３８】
　本発明の実施形態は、関心のある近付いてくるもの、または本発明の予測ロジック、最
適化された運行計画に対する継続的な修正および再計画、軌道データベースなどの取られ
るべき対処をオペレータに知らせることもできる。オペレータは、近付いてくる踏切、信
号、勾配の変化、ブレーキアクション、側線、操車場、燃料補給所などを知らされること
もできる。これらの通知は、可聴的におよび／またはオペレータのインターフェースを通
じて行われることができる。
【０１３９】
　具体的には計画のモデル、列車の設定情報、車載の軌道データベース、車載の運転規則
、位置判定システム、リアルタイム閉ループ動力／ブレーキ制御、およびセンサフィード
バックに基づいた物理的過程を使用して、システムは必要とされる対処をオペレータに提
示するおよび／または知らせる。通知は視覚的および／または可聴的であることができる
。例は、機関車の警笛および／またはベルを作動させるようにオペレータに要求する踏切
と、機関車の警笛またはベルを作動させるようにオペレータに要求しない「音を立てない
」踏切とを知らせることを含む。
【０１４０】
　別の例示的実施形態において、上で検討された計画モデル、列車の設定情報、車載の軌
道データベース、車載の運転規則、位置判定システム、リアルタイム閉動力／ブレーキ制
御、およびセンサフィードバックに基づいた物理的過程を使用して、本発明の一実施形態
は、図９に示されたようにオペレータが列車が様々な場所にいつ到着するかを見ることを
可能にする情報（例えば、ディスプレイ上の計器）をオペレータに提示することができる



(32) JP 2010-512265 A 2010.4.22

10

20

30

40

50

。システムは、オペレータが運行計画（目標到着時間）を調整することを可能にする。こ
の情報（実際の推定到着時間、または車外で導出するために必要とされる情報）は、指令
または指令システムが目標到着時間を調整することを可能にするために指令センタに伝達
されることもできる。これは、システムが適切な目的の関数に対して迅速に調整および最
適化を行うこと（例えば、速度と燃料使用の折り合いを付けること）を可能にする。
【０１４１】
　複数の鉄道輸送手段（機関車、鉄道車両、列車、保線用車両、およびその他の駆動車両
）は、固定のまたは移動可能な（軌道の閉そく区間と呼ばれる）軌道のセグメント内の鉄
道網上で、当該閉そく区間の現在の状態を示す閉そく区間の入り口の実際のまたは合成の
信号を用いて運転する。信号は、閉そく区間に接近する鉄道輸送手段のオペレータに閉そ
く区間への進入が許可されるかどうかをアドバイスし、許可される場合には閉そく区間が
進入されることができる制限速度もアドバイスすることができる。概して、閉そく区間の
進入速度は、輸送手段の現在の走行経路に沿った（１つまたは複数の）次に続く閉そく区
間の状態に応じて決定される。
【０１４２】
　閉そく信号は、信号の指示を提供する信号現示（色灯または腕の位置などの視覚的要素
）を含む。指示は、輸送手段のオペレータに閉そく区間が進入されることができるかどう
かをアドバイスし、輸送手段が進入し、当該閉そく区間を走行するときの（１つまたは複
数の）輸送手段の速度をさらにアドバイスすることができる。例えば、指示は、閉そく区
間への進入直後に、または閉そく区間内の特定の場所において速度を落とすように輸送手
段に命令することができる。指示は、次の閉そく区間に関する速度制限も命じることがで
きる。閉そく区間占有検出器が輸送手段が閉そく区間を占有するかどうかを感知し、関連
する制御コンポーネントがそれに応じて当該占有される閉そく区間の前の閉そく信号を設
定する。
【０１４３】
　多くの異なる種類の閉そく信号の現示が存在し、それぞれの閉そく信号の現示はそれら
の現示に関連する一意的な指示を有する。例えば、灯火式信号は、オンもしくはオフ状態
に制御される単一の色灯か、または所望のレンズの色を灯火の前に位置付けるようにレン
ズの移動が制御される単一の灯火によって照明される複数の色のレンズを含むことができ
る。その他の灯火信号は、複数の色付きレンズを用いて動作可能な複数の灯火、および点
滅する灯火を含む。
【０１４４】
　輸送手段のオペレータは輸送手段が信号現示に接近するときに当該現示を視覚的に認識
するが、様々な車載コンポーネントも当該現示をオペレータに伝達する。軌道信号の近く
の電気的コンポーネントが、信号現示を表す電気信号を生成する。輸送手段がこれらのコ
ンポーネントの上または近くを通過するとき、電気信号が機関車上の誘導ピックアップコ
イルに転送される。それによって、オペレータは機関車の運転室内で信号現示の指示を提
示される。その他の信号システムは、軌道信号と機関車の間の無線通信リンクを含む。
【０１４５】
　別の輸送手段によって占有された閉そく区間に接近する輸送手段は、（概して）輸送手
段が当該閉そく区間の手前で停車しなければならないことを示す赤の現示を見る。概して
、占有されていない閉そく区間（空いた閉そく区間）に接近する輸送手段は、輸送手段が
その輸送手段の現在の速度で当該閉そく区間に進入することができることを示す緑の現示
を見る。
【０１４６】
　黄色の現示の様々な構成は、速度制限された進入および閉そく区間の速度制限された横
断を指示する。例えば、軌道のセグメントは、第１の輸送手段が第１の閉そく区間に接近
し、第２の輸送手段が第２の閉そく区間を占有している第１のおよび第２の連続する閉そ
く区間を含む。接近する第１の輸送手段は第１の閉そく区間に進入することを許可される
ことができるが、ただし、第２の輸送手段が第２の閉そく区間を出る前にその第１の輸送
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手段が第２の閉そく区間の入り口に到達する場合に第１の輸送手段が安全に停車すること
を可能にする制限速度で進入することを許可されることができる。したがって、輸送手段
は、各閉そく区間への進入が２つの輸送手段が同じ閉そく区間を占有する状況を避けるよ
うに制御されるようにして鉄道網を１閉そく区間ずつ横切る。
【０１４７】
　２つ以上の軌道の分岐に沿って接近する輸送手段を導くことができる軌道のポイントも
信号を用いて守られることができる。ポイントの信号は、ポイントの分岐によって規定さ
れた閉そく区間の状態を指示し、ポイントの位置をさらに指示することができ、接近する
輸送手段のオペレータがポイントが所望の軌道の分岐のために設定されているかどうかを
判定することを可能にすることができる。
【０１４８】
　閉そく信号の現示（およびポイントの信号の現示）と関連する指示とは、閉そく区間の
占有状態に基づいて閉そく区間（およびポイント）のリアルタイムの状態を正確にアドバ
イスする。しかし、鉄道網と当該網上の個々の輸送手段の動きとを制御するために、指令
が当該網を横切る輸送手段の推定される将来の位置に従って閉そく信号およびポイントの
信号を設定することが必要である可能性がある。将来の輸送手段の位置のそのような予測
は、予測が後で将来に拡大するにつれて徐々に精度が落ちる。輸送手段の動きの予測でき
ない性質は、指令に控えめに信号を設定させる可能性があり、その結果、鉄道網中の効率
の低下を招く恐れがある。
【０１４９】
　これらの将来の閉そく信号およびポイントの信号の予測の不確実性は、天候、雪、氷、
および嵐などの環境条件と、車両、機関車、線路、および沿線の機器などの機器の機械的
な故障と、輸送手段の操作および速度設定などの乗務員の運転の振る舞いと、軌道および
沿線の機器の修理、ならびに輸送手段の事故および脱線などの保守努力とを含むがこれら
に限定されない多くの制御できない原因による。結果として、少なくとも２つの輸送手段
が同じ軌道のセグメントを渡るまたは利用する軌道のセグメントに対する任意の閉そく信
号またはポイントの信号の状態は、現在の状態までの、および現在の状態を含む過去の状
態に関してのみ正確に知られる。
【０１５０】
　上述の運行オプティマイザの実施形態は、輸送手段の走行経路上の次の閉そく信号また
はポイントの信号の状態に基づいて輸送手段を減速するか、または輸送手段を停車させる
。概して、運転オプティマイザのアルゴリズムは、燃料消費を最小化するレートで速度を
落とし、輸送手段が閉そく区間の占有規則および速度制限を実施するために必要とされる
ように所望の軌道の位置で所望の速度に達することを可能にする。例えば、第１の輸送手
段がその第１の輸送手段が閉そく区間に進入するときに制限された指示を提示される場合
、標準的な輸送手段制御規則は、第１の輸送手段が閉そく区間の入り口に到達するときに
次の閉そく区間を現在占有している第２の輸送手段がその閉そく区間を空けなかった場合
にその第１の輸送手段が次の閉そく区間に進入する前に安全に停車できるように、指定さ
れた速度まで減速するように当該輸送手段に要求する。
【０１５１】
　運転オプティマイザのその他の実施形態によれば、前方の閉そく信号の状態が予測また
は確率的に判定され、輸送手段の速度曲線が最も可能性が高い将来の閉そく区間の状態に
従って制御され、それによって、鉄道網のスループットを増加させながら燃料消費を最適
化する。（信号のそれぞれの閉そく区間の占有によって判定されるように）次の数個（１
つ、２つ、３つ、またはそれより多い）信号の現在の状態が分かっており、輸送手段の経
路を妨げる可能性があるその他の輸送手段の位置、速度、到着時間、および／または走行
の方向（例えば、走行パラメータ）が分かっている場合、運行オプティマイザは当該輸送
手段が遭遇することになる信号の将来の状態を確率的に判定する。それに応じて、運行オ
プティマイザは、続く閉そく信号が輸送手段がそれらの信号に到達する前に変化する／消
える判定された確率に基づいて輸送手段の速度曲線（牽引力および制動力の適用）を修正
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する。確率的判定は続く信号の将来の状態を断定的に判定できないので、運行オプティマ
イザは、輸送手段に提示されたリアルタイムの信号の状態が予測の状態と異なる場合に輸
送手段が安全に停車または減速されることを可能にするために輸送手段の速度曲線をさら
に制御する。
【０１５２】
　確率的判定は、輸送手段が軌道の閉そく区間に近付くときに輸送手段の走行経路に沿っ
たそれらの閉そく区間が空くことができるかどうかを指示することができ、空いた閉そく
区間への妨げられない進入を可能にすることができる。複数の輸送手段および軌道網のパ
ラメータおよび状態が、この確率の判定において考慮されなければならない。判定された
確率が比較的高い場合、輸送手段は予測される閉そく区間の状態に応じた速度曲線に従っ
て制御される。概して、運行オプティマイザは、輸送手段を制御するために低い確率の予
測される将来の閉そく区間の占有を使用しない。
【０１５３】
　例えば、前方の閉そく区間が現在占有されているが、当該閉そく区間は輸送手段が当該
閉そく区間の入り口に到達するときに空いていることが比較的高い確率で判定されると仮
定する。したがって、輸送手段の運行オプティマイザは、当該閉そく区間が空いていると
いう予測に従って輸送手段の速度曲線を決定する。それによって、この走行区間中、輸送
手段の燃料消費が最適化される。
【０１５４】
　しかし、速度曲線は、予測されるように前方の閉そく区間が空かない確率も考慮しなけ
ればならない。この状態は空いた閉そく区間よりも起こり難いことを認識して、速度曲線
は速度の減少の遅れた開始を含み、すなわち、速度の減少は、前方の閉そく区間が空いて
いない場合に要求されるように輸送手段を停車または減速するのに十分な時間／距離を提
供するより後の時間または前方の軌道の位置まで遅らされる。しかし、速度の減少の遅れ
た開始は、輸送手段を減速または停車させるためにより激しいブレーキの適用を必要とす
る可能性がある。しかし、実際により激しいブレーキの適用が必要である可能性は低いこ
とを認識されたい。
【０１５５】
　したがって、一実施形態の運行オプティマイザは、閉そく区間の占有規則を満足しなが
ら輸送手段の運行中に燃料消費をさらに最適化する。将来の閉そく区間の占有についての
予測が誤っている場合、それでもいくらかの燃料の最適化が実現される可能性がある。さ
らに、鉄道網の全体に渡るこれらの確率的概念の適用は、予測可能な軌道の占有との輸送
手段の遭遇の大部分に関して、輸送手段の大部分の燃料効率を向上する。個々の輸送手段
に関する燃料消費が常に最適化されることができるとは限らないが、鉄道網全体の燃料消
費は改善される。
【０１５６】
　時間的により近い事象はより正確に予測されることができ、したがって、運行オプティ
マイザの速度曲線に、それらの速度曲線が守られるより高い確実性を伴って提供されるこ
とができる。例えば、第１のおよび第２の連続する閉そく区間を含む軌道網に関して、前
方の輸送手段が第２の閉そく区間をほとんど抜けている場合、関心のある輸送手段が第２
の閉そく区間の入り口に到着する前に前方の輸送手段は恐らく第２の閉そく区間を抜けて
いるのでその関心のある輸送手段が第１の閉そく区間に進入するときに関心のある輸送手
段を減速させる必要はない可能性がある。したがって、運行オプティマイザのアルゴリズ
ムは、信号が消える確率に基づいて関心のある輸送手段の速度曲線を修正し、その関心の
ある輸送手段が速度を保って閉そく区間を走行することを可能にする。
【０１５７】
　一実施形態において、運行オプティマイザは、速度曲線を決定するための閾値確率を使
用する。例えば、前方の閉そく区間が空く確率が所定の閾値確率よりも大きい場合、将来
の事象が予測された通りでない場合に要求されるように輸送手段を停車または減速するた
めの余裕を持って、前方の空いた閉そく区間を仮定して速度曲線が決定される。
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【０１５８】
　別の実施形態において、閾値確率の値を使用する代わりに、判定された確率が、速度の
減少が開始される時間／軌道の位置を制御する。前方の閉そく区間が空く（すなわち、輸
送手段が緑の指示を見て、したがってその輸送手段の現在の速度で閉そく区間に進入する
ことを許可される）より低い確率は、より早い（すなわち、時間／軌道の位置）速度の減
少の開始をもたらす。速度の減少が始まる時間／軌道の位置は当該確率に対応する。
【０１５９】
　前方の閉そく区間の灯火が消えるより高い確率は、速度の減少のより遅い開始をもたら
す。速度の減少が始まる時間／軌道の位置は当該確率の値にやはり対応する。しかし、常
に、速度の減少の開始のための時間／軌道の位置は、輸送手段が軌道信号にリアルタイム
で遭遇するときにそれらの軌道信号に従うことを可能にするように決定される。
【０１６０】
　上述の確率を判定するために必要とされる輸送手段の位置、それらの輸送手段の速度、
および走行経路などの運転情報は、車載の運行オプティマイザによる使用のために例えば
鉄道の司令センタから無線通信リンクを介して供給されることができる。代替として、情
報は、機関車と司令センタの間のその他の通信リンクを介して供給されることができる。
【０１６１】
　運転している輸送手段間の通信リンクを有する鉄道網において、情報は、同じ走行経路
上の輸送手段間で直接供給されることができる。情報は、関心のある輸送手段の前の輸送
手段によって提供されることができる。例えば、前方の輸送手段は、その前方の輸送手段
の速度、位置、および閉そく区間を抜ける推定時間のうちの１つまたは複数をアドバイス
することができる。代替として、前方の輸送手段が位置、速度、（勾配／軌道情報に基づ
く）速度曲線、次の閉そく区間までの距離のうちの１つまたは複数を供給する場合、関心
のある輸送手段上で実行される運行オプティマイザのアルゴリズムは、次の閉そく区間の
予測される状態を計算することができる。さらに別の実施形態において、関心のある輸送
手段は、前方の輸送手段の種類、例えば、旅客、高優先度、または低優先度に基づいて次
の閉そく区間が空く時間を推定することができる。
【０１６２】
　前方の空いた閉そく区間の確率が判定されることができる情報も、信号から輸送手段に
直接供給されることができる。
【０１６３】
　運行オプティマイザのアルゴリズムが実行される場所に応じて、運転情報がその場所に
有線、無線、無線周波数、音響、電力線搬送、光、および手動オペレータ技術によって転
送されることができる。
【０１６４】
　別の実施形態によれば、運行オプティマイザは、続く信号の過去の経験またはよく遭遇
する指示の知識を使用してそれらの信号の状態を予測し、それらの予測に従って速度曲線
を作成する。信号が消える（過去の経験に基づいた）比較的高い確率がある場合、輸送手
段が減速する必要はない可能性がある。その代わりに、（制動力の適用または牽引力の削
減のいずれかによる）速度の減少は、より後の時間または軌道の位置まで遅らされること
ができる。その時間または軌道の位置において、リアルタイムの信号の状態が判定され、
輸送手段の制御に関してなされる判断は、例えば信号が消えていない場合は所望の位置で
停止するために要求されるように輸送手段を減速し始めるか、または信号が消えている場
合は輸送手段が速度を出して閉そく区間を通過することを可能にする。
【０１６５】
　図１１Ａおよび１１Ｂは鉄道列車に関する説明された概念を示す。閉そく区間４０１内
の、矢印４０４によって示される方向に走行する列車４００は、閉そく区間４１２の入り
口の黄色の信号現示４０８および閉そく区間４２０の入り口の赤の信号現示４１４に接近
する。矢印４２３によって示される方向に走行する列車４１８は、閉そく区間４２０の出
口に近付いているように思われる。
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【０１６６】
　図１１Ｂは、列車４００が閉そく区間４０１を横切るときに閉そく区間４１２および４
２０の状態に関する情報が列車４００に知られていないときの列車４００に関する速度曲
線４４０を示す。速度の値が横軸上に示され、時間、距離、または位置が縦軸上に示され
る。図に示すように、曲線のセグメント４４０Ａに従って、列車は、信号４０８において
速度Ｓ２を達成するために速度Ｓ１から減速する。速度Ｓ２は、列車４００が入り口に到
達するときに列車４１８が閉そく区間４２０を出ていない場合に列車が閉そく区間４２０
の入り口（信号現示４１４）で停車することができるように列車が減速することを可能に
するのに十分なほど遅い。
【０１６７】
　異なる減速関数または曲線のセグメント４４０Ｂが、信号現示４１４における速度Ｓ３
が０であるように閉そく区間４１２において使用されることができる。代替として、曲線
のセグメント４４０Ａおよび４４０Ｂは同様であることができ、それぞれの曲線のセグメ
ント（および速度Ｓ２）は鉄道の必要とされるやり方に従って決定されることができ、な
らびに／または各速度曲線は列車４００および４１８の種類および優先度と、それらの列
車の速度および走行の方向と、速度の値Ｓ１とに基づいて決定されることができる。代替
として、速度曲線４４０Ａおよび４４０Ｂは非線形であることができる。
【０１６８】
　運行オプティマイザが将来の閉そく区間の占有に基づいて将来の信号現示を予測する実
施形態において、列車４００が閉そく区間の入り口（信号現示４１４）に到達する前に閉
そく区間４２０が空く比較的高い確率がある場合、列車４００は例示的な速度曲線４４４
に従って制御される。この曲線は、閉そく区間４２０が地点（または時間）４４４Ｂが到
達されるときに空いていない場合に列車４００が曲線４４４Ａに沿って減速を開始する地
点（または時間）４４４Ｂが到達されるまで列車４００が曲線のセグメント４４４Ｃに沿
ってその列車４００の速度Ｓ１を維持することを可能にする。閉そく区間４２０が地点４
４４Ｂにおいて空いている場合、列車４００は速度曲線４４４Ｄを継続する。
【０１６９】
　地点４４４Ｂは、列車４００が速度曲線４４４Ａに従って減速することによって信号現
示４０８において速度Ｓ２に到達することを可能にするように選択され、列車４００が信
号現示４１４に到達する前に列車４１８が閉そく区間４２０を抜ける確率に応じてさらに
選択されることができる。例えば、減速開始地点４４４Ｂは、閉そく区間４２０が空く比
較的低い確率に対応して時間的に早められる（信号現示４０８において速度Ｓ２に到達す
るためのより緩やかな減速または制動力を可能にする）。減速開始地点４４４Ｂは、閉そ
く区間４２０が空く比較的高い確率に対応して時間的に遅らされる（信号現示４０８にお
いて速度Ｓ２に到達するためのより激しい減速または制動力を必要とする）。地点４４４
Ｂが列車が信号現示４０８において速度Ｓ２に到達するために減速を開始することができ
る最後の地点または時間であり、列車４００が信号現示４０８に到達する前に閉そく区間
４２０が空く比較的低い確率がある場合、効率的な鉄道および列車の運転は燃料を節約す
るために減速のより早い開始を提案する。
【０１７０】
　減速地点４４４Ｂを移動することに対する代替として、または減速地点４４４Ｂを移動
することに加えて、曲線のセグメント４４４Ａの傾斜が、判定された確率に応じて制御さ
れることができる。
【０１７１】
　速度曲線４４４は速度曲線４４０と同じ地点または時間に速度Ｓ２まで列車４００を減
速するが、曲線の線セグメント４４０Ａに対してよりも曲線の線セグメント４４４Ａに対
してより大きい傾斜の大きさによって示されるようにより激しい制動を必要とすることに
留意されたい。しかし、列車４００が速度曲線４４４Ｃを横切っている間に（すなわち、
曲線４４４上の地点４４４Ｂにおいてその列車４００の速度の減少を開始する前に）閉そ
く区間４２０が空く比較的高い確率に基づいて地点４４４Ｂが選択される場合、列車４０



(37) JP 2010-512265 A 2010.4.22

10

20

30

40

50

０が消えた信号４１４を通過することを許可され、したがって実際は速度の減少が要求さ
れない可能性が高い。曲線４００の速度の減少は制動が通常使用されるよりも激しいとい
う点で幾分特殊である可能性があるが、この曲線は、列車４００が閉そく区間４２０の入
り口に到達する前に列車４１８が閉そく区間４２０を抜け、信号４１４を消す確率が高い
ので実行される可能性が低いことを認識されたい。しかし、列車４１８が予測されたよう
に閉そく区間４２０を抜けない場合、列車４００は適切な場所において適切な速度Ｓ２ま
で減速され、列車の安全は損なわれない。
【０１７２】
　図１１Ｂに示される種々の速度曲線のそれぞれ、およびそれらの速度曲線のセグメント
（ならびに速度Ｓ２）は鉄道の必要とされるやり方に従って決定されることができ、なら
びに／または各速度曲線は列車４００および４１８の種類および優先度と、速度の値Ｓ１
とに基づいて決定されることができる。速度曲線は非線形であることができ、判定された
確率、鉄道の運転、およびその他の列車のパラメータに応じて時間と共に速度を増すか、
または時間と共に速度を落とす可能性がある。
【０１７３】
　本発明の確率判定の特徴が定量化された確率の値に関して説明されることができるが、
その他の実施形態は、特に、閉そく区間４２０を通る列車４１８の走行に影響を与え、ひ
いては所望の時間の前に列車４１８が閉そく区間４２０を抜ける確率に影響を与える時間
によって変わる要素を含む複数の要素が存在することが認識されるので、確率の範囲、ま
たは可能性もしくは確率の定性的な推定を使用することができる。
【０１７４】
　さらに別の実施形態において、閉そく区間を通る輸送手段の速度は、確率的に決定され
た閉そく区間出口速度（またはポイント通過速度）に対応する。すなわち、速度は次の閉
そく区間が時間内に空かない比較的高い確率に応じて第１のレートで落とされ、速度は次
の閉そく区間が時間内に空く比較的高い確率に応じて第２のレートで落とされる（または
維持されるか、もしくはさらには上げられる）。したがって、速度の減少のレート、およ
び速度の減少区間の終わりの目的の速度は、列車４００が閉そく区間の入り口に到達する
前に次の閉そく区間が空く確率に対応する。図１１Ｂに示された速度曲線４４８は、速度
曲線４４４と比較されたそのような異なる減速レートを示し、速度曲線４４４に関連する
確率よりも低い閉そく区間４２０が空く確率に従って実行されることができる。
【０１７５】
　本明細書において説明される速度制御および制動メカニズムは、輸送手段の走行経路に
沿った将来の閉そく区間の占有についての判定された確率または可能性の推定値に応じて
燃料消費を制限し、制動力を小さくするように試みる。これらの技術は、今日の鉄道の運
転によくある「ハリーアップアンドウェイト（ｈｕｒｒｙ　ｕｐ　ａｎｄ　ｗａｉｔ）」
シナリオを減らす。
【０１７６】
　別の実施形態において、列車４１８が閉そく区間４２０を抜ける可能性は、曲線のセグ
メント４４４Ｃ中に継続的に、または複数の時点で判定される。計算された確率が高くな
るにつれて、速度の減少が始まる地点４４４Ｂは時間的に遅らされることができ、確率が
低くなるにつれて、地点４４４Ｂは時間的に早められることができる。
【０１７７】
　別の実施形態によれば、輸送手段の性能は、運行オプティマイザが現在の運行に対する
最適化された運行計画を作成することにおいて軌道の同じセグメント上の以前の運転につ
いての情報を考慮する場合、向上されることができる。例えば、同じ軌道のセグメント上
の以前の運行中の以下の条件、すなわち、信号の状態、オペレータの動作、予期しない輸
送手段または軌道の状態、および輸送手段の混雑に関する情報が運行オプティマイザに供
給される。この情報は、高い優先度の事象がそれらの事象が過去に発生したように発生す
ると仮定して、運行を計画するための統計的基礎を作成するために使用される。例えば、
特定の信号現示が軌道のセグメント上の以前の運行の９０％に対して存在した場合、運行
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オプティマイザは同じ信号が現在の運行において存在することになると仮定し、それに応
じて速度曲線を作成する。
【０１７８】
　計画された運行中、運行オプティマイザは、信号現示がそれらの信号現示が予測された
通りでない場合にその運行オプティマイザが輸送手段を安全に減速させることを可能にす
るのに十分な時間が割り当てられるようにしてリアルタイムの信号現示をチェックする。
したがって、その確率的基礎にかかわらず、曲線は、リアルタイムの事象が予測された事
象と異なる状況下で輸送手段を安全に制御するために十分な余裕（時間および／または距
離）を含む。
【０１７９】
　これらの統計的考察の結果として、集計ベースで、運行オプティマイザは輸送手段の効
率を向上する。すなわち、各運行の最適化は信号現示が予測と異なり、したがって輸送手
段が「非効率な」速度曲線に沿って減速または停車される必要がある可能性があるので向
上されない可能性があるが、輸送手段の効率は輸送手段の運行の大部分に対して向上され
る、すなわち、全体的な事業効率が向上される。
【０１８０】
　輸送手段および軌道の状態は速度曲線を生成することにおける運行オプティマイザによ
る想定と異なる可能性があるので、燃料消費を増やす原因になる不必要なブレーキの適用
がある可能性がある。同様に、特定の条件（例えば、輸送手段の混雑）がほとんどあらゆ
る輸送手段が特定の軌道のセグメント上を走行する間に起こるとき、運行オプティマイザ
の別の実施形態は速度曲線を作成することにおいてこの統計的情報を考慮する。
【０１８１】
　したがって、本発明の別の実施形態によれば、運行計画は、最悪の場合のまたは最良の
場合の効率に基づかず、代わりに、運転条件の統計的性質を考慮することによって最も可
能性が高い運転条件、または可能性が高い運転条件の範囲に基づいて生成される。いくつ
かの運行オプティマイザの実施形態は離散的なデータのみを使用して速度曲線を作成する
が、この実施形態は、少なくとも総体として向上された性能を提供することができる統計
的情報をさらに使用することによって改善をもたらす。
【０１８２】
　各ポイントまたは閉そく信号に関して、時間帯、季節、交通の種類などの輸送手段の交
通のパターンによって決まる典型的なまたは最も確率の高い設定が存在する。最も確率の
高い設定が決定されることができる場合、輸送手段の速度が、最適な閉そく区間／ポイン
ト出口速度が達成されるように調整される。平均的な設定を決定する代わりに、平均から
の信号設定の変動と、達成されることができる燃料効率の改善の量とに応じて（２シグマ
限界などの）その他の統計的パラメータが使用されることができる。
【０１８３】
　本発明の別の実施形態によれば、全体的なミッションの速度が、閉そく区間内の運転パ
ラメータを最適化し、閉そく区間出口速度を最適化するために計算される。すなわち、計
画ツールが中継閉そく区間の最後に時間的余裕を加える場合、閉そく区間と時間的余裕の
間の論理的インターフェースにおいて、全体の速度が、大きな速度変化の挿入を避ける低
い閉そく区間の速度のための時間的余裕の使用を可能にするように最適化されることがで
きる。したがって、使用されるとき、時間的余裕が、大きな速度変化、すなわち大きなブ
レーキの適用を最小化するために上述の速度曲線において考慮されることができる。
【０１８４】
　別の実施形態において、同じ鉄道の資源に関して競合している２つの輸送手段の間の調
整が運行オプティマイザによって考慮される。両方の輸送手段に関する速度曲線が最適化
されることができる可能性は低いので、より効率的な運転の結果を提供する輸送手段が資
源を利用するために選択され、それによって燃料消費および／または鉄道網の効率を最適
化する。例えば、２つの輸送手段がそれらの輸送手段がそれぞれ単一の軌道のセグメント
の使用を要求する区間に接近するとき、調整メカニズムは、２つの選択のうちのどちらが
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より最適化された鉄道網をもたらすのかを判定する。
【０１８５】
　最適化アルゴリズムは、個々の輸送手段の運転パラメータと鉄道網のパラメータとに基
づいてより良い選択を判定する。輸送手段の燃料効率、最大許容鉄道速度、平均鉄道速度
、目的地到着に関する優先順位は、最適化アルゴリズムによって考慮される要素の一部で
ある。また、同様の軌道のセグメント上の同様の輸送手段による以前の遭遇の結果がアル
ゴリズムによって考慮されることもできる。例えば、以前の遭遇は、輸送手段のうちの１
つに対して過度の制動の増加をもたらしたか、または輸送手段のうちの１つに加速の制限
を超えさせた可能性がある。優先度の判定も、局所的レベル、地域的レベル、または鉄道
網のレベルに基づくことができ、貨物、到着時間、燃料効率、必要な乗務員交代の時間、
乗務員交代の地点、個々の輸送手段の調子、排気の要件などを含むことができるがこれら
に限定されない。
【０１８６】
　最適化アルゴリズムは広く知られており、関数を最適化するための以下の技術、すなわ
ち、逐次近似、参照テーブル、閉形式解、カルマンフィルタ、時系列テイラー展開、これ
らの技術の拡張または任意の組合せのうちのいずれかを使用することができる。
【０１８７】
　（輸送手段上、または司令センタのいずれかで実行されることができる）上述の最適化
アルゴリズムで使用するためのデータが、局所的な、地域的な、または大域的な司令セン
タなどの非車載設備から輸送手段に手動データ転送によって提供されることができる。ア
ルゴリズムが沿線の機器において実行される場合、必要なデータは、輸送手段を通すこと
によって、または指令センタを介してその沿線の機器に転送されることができる。データ
転送は、非車載の、車載の、または沿線のコンピュータおよびデータ転送機器を使用して
自動的に実行されることもできる。鉄道網の任意の場所のコンピュータ実装による手動デ
ータ転送および自動データ転送の任意の組合せが、本発明の様々な実施形態の教示に従っ
て提供されることができる。
【０１８８】
　本発明は、最適化されるべき輸送手段の機関車上で、沿線の機器内で、（指令中心モデ
ルにおいて）車外で、または鉄道網上の別の場所でアルゴリズムを処理することを含む、
最適化データを計算するホストプロセッサに関する複数のオプションを想定する。実行は
、予めスケジューリングされることができるか、リアルタイムで処理されることができる
か、または関心のある輸送手段もしくは関心のある輸送手段によって妨げられる可能性が
あるその他の輸送手段のいずれかに関連する運転パラメータである輸送手段もしくは機関
車運転パラメータの変化などの指定の事象によって行われることができる。
【０１８９】
　本発明の実施形態の方法および装置は、（局所的レベル、地域的レベル、および大域的
レベルで）改善された機関車の燃料効率および鉄道網の効率を提供する。最適化技術は、
効率、速度、および優先度の折り合いを付ける能力も提供する。本発明の実施形態の技術
はスケーラブルであるので、それらの技術は、たとえ鉄道網全体に渡って実装されないと
しても即座の鉄道網の利益を提供することができる。局所的なトレードオフが、鉄道網全
体を考慮する必要なしに考慮されることもできる。後の輸送手段が、より高い平均速度で
より良い時間的余裕に遭遇する。したがって、より多くの輸送手段が、追加的な軌道の資
源の消費なしに同じ軌道に沿って運ばれることができる。
【０１９０】
　本発明の種々の実施形態が現在好ましい実施形態とみなされるものにおいて説明された
が、多くの変更形態および修正形態が当業者に明らかとなるであろう。例えば、機関車お
よび鉄道車両を含む列車が運転する鉄道網との関連で説明されたが、本発明の教示は、都
市間列車、大量旅客輸送手段、および市街電車を含むがこれらに限定されないその他の軌
道に基づくシステムおよび乗り物に適用されることもできる。したがって、本発明は特定
の例示的実施形態に限定されず、添付の特許請求の範囲の最大限の精神および範囲内で解
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釈されることが意図される。
【図面の簡単な説明】
【０１９１】
【図１】本発明の一実施形態のフローチャートの例示的な図である。
【図２】使用されることができる列車の簡素化されたモデルを示す図である。
【図３】本発明の要素の例示的実施形態を示す図である。
【図４】燃料使用／走行時間曲線の例示的実施形態を示す図である。
【図５】運行計画のためのセグメント分解の例示的実施形態を示す図である。
【図６】セグメント分割の例示的実施形態を示す図である。
【図７】本発明の一実施形態の例示的なフローチャートである。
【図８】オペレータによる使用のための動的なディスプレイの例示的な図である。
【図９】オペレータによる使用のための動的なディスプレイの別の例示的な図である。
【図１０】オペレータによる使用のための動的なディスプレイの別の例示的な図である。
【図１１Ａ】本発明の実施形態に関連する軌道の閉そく区間および信号ならびに機関車の
速度曲線を示す図である。
【図１１Ｂ】本発明の実施形態に関連する軌道の閉そく区間および信号ならびに機関車の
速度曲線を示す図である。

【図１】 【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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【図１１Ａ】

【図１１Ｂ】
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